
 

 

 
 

令 和 ５ 年 度 
 

 

藤 沢 市 オ ン ブ ズ マ ン 制 度 
 

 

運 営 状 況 報 告 書 

 

 

 

 

 

 

 

 

藤 沢 市 オ ン ブ ズ マ ン 

 

 



 

    

  



 

    

 

 

目       次  

 

 

１．運営状況の概要・・・・・・・・・・・・・・・・・  １  

(１) 苦情申立て等の受付及び処理状況   

(２) 勧告・意見表明   

(３) 巡回オンブズマンの実施   

(４) そ の 他   

２．苦情申立ての受付及び処理状況・・・・・・・・・・  ４  

３．苦情申立ての処理事例・・・・・・・・・・・・・・  ５  

  

 

〔参考資料〕   

１． 苦情申立ての受付及び処理に関する統計表 ・・ ７８  

２． 相談・苦情等の総数 ・・・・・・・・・・・・ ８２  

３． 苦情申立ての処理の流れ ・・・・・・・・・・ ８３  

４． 藤沢市オンブズマン条例 ・・・・・・・・・・ ８４  

  



 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 - 1 - 

１．運営状況の概要  

 

（１）苦情申立て等の受付及び処理状況  

 

① 苦情申立て等の受付状況  

令和５年度に藤沢市オンブズマンに寄せられた苦情申立て等の件数は１９

１件で、内、相談８６件、オンブズマンが面談したが苦情申立てに至らな

かったものが３件及び資料請求等が６３件ありました。最終的に、オンブズ

マンが受け付けて処理することになった苦情申立ては３９件でした（※８２

ページ参照）。苦情申立ての内訳は以下のとおりです。  

地区別では、市内からは、鵠沼、藤沢、善行、湘南大庭、六会、湘南台及

び遠藤の各地区から複数の苦情申立てが、片瀬、辻堂、村岡、明治及び御所

見から１件の苦情申立てがありました。市外からの苦情申立ては３件で県内

からのものでした（※８０ページ参照）。  

行政組織別では、環境部が８件、道路河川部が６件、市民自治部が５件、

子ども青少年部及び教育委員会が各３件、企画政策部、財務部、福祉部、都

市整備部、市民病院及びその他が各２件、健康医療部及びオンブズマンが各

１件となっています（※８１ページ参照）。  

苦情申立ての方法は、オンブズマン事務局に来訪によるものが１０件、郵

送によるものが５件、ファクスによるものが３件、巡回によるものが１件、

電子申請によるものが２０件ありました（※８０ページ参照）。  

また、苦情申立て件数を月平均でみると３．２件になります。  

以上の具体的な苦情の内容については「統計表Ⅲ」（※８１ページ）を参

照。  

 

② 苦情申立ての処理状況  

令和５年度の苦情処理件数は、令和４年度から繰り越した分２件を含めた

４１件でした。そのうち３９件は年度内に処理を終了し、残りの２件は翌年

度に繰り越しました。  

処理を終了したものの内訳は、苦情申立ての趣旨に沿ったものが３件、苦

情申立ての趣旨に沿えなかったものが２１件（内、行政対応に問題があった

ものが２件）、調査を中止・打ち切ったものが０件、調査をしないこととし

たものが１５件ありました。  

苦情申立ての処理にかかった日数は、短いもので１日、長いもので１２５

日、１件当たりの平均処理日数は４２．０日となっています。（※７９ペー

ジ参照）  
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（２）勧告・意見表明  

令和５年度は、市の機関に対する勧告・意見表明はありませんでした。  

 

 

（３）巡回オンブズマンの実施  

市民の利便性とオンブズマン制度の一層の周知・定着を図るため、平成１７

年１０月から、市民センター・公民館に毎月１回オンブズマンが出張する「巡

回オンブズマン」を実施しています。  

令和５年度の実施状況は次のとおりです。  

場 所 

来 場 
苦情申立て

受 付 件 数 

オンブズマ

ンが面談し

たが申立て

に 至 ら な

かったもの  

相談

のみ  

予約  当 日  

長 後 市 民 セ ン タ ー ０ ０ ０ ０ ０ 

辻 堂 市 民 セ ン タ ー １ ０ ０ １ ０ 

善 行 市 民 セ ン タ ー １* １ ０ １ ０ 

湘 南 大 庭 市 民 セ ン タ ー ０ ０ ０ ０ ０ 

湘 南 台 市 民 セ ン タ ー  ０ ０ ０ ０ ０ 

鵠 沼 市 民 セ ン タ ー ０ ０ ０ ０ ０ 

村 岡 公 民 館 ０ １ ０ ０ １ 

六 会 市 民 セ ン タ ー ０ ０ ０ ０ ０ 

片 瀬 市 民 セ ン タ ー ０ ０ ０ ０ ０ 

明 治 市 民 セ ン タ ー ０ １ ０ １ ０ 

御 所 見 市 民 セ ン タ ー  ０ ０ ０ ０ ０ 

遠 藤 市 民 セ ン タ ー １ １ １ ０ １ 

計  ３ ４ １ ３ ２ 

*予約者来訪せず  

 

（４）その他  

① 第２４回全国行政苦情救済・オンブズマン制度連絡会  

同連絡会については、令和５年１２月１日（金）、オンライン形式にて開

催され、これに服部オンブズマンが出席しました。  

※ 全国行政苦情救済・オンブズマン制度連絡会は、北海道、秋田県、山

梨県、沖縄県、札幌市、横浜市、川崎市、新潟市、北九州市及び熊本

市が幹事自治体となって運営されており、現在３４の自治体で３５の

オンブズマン等から構成されています。  
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② その他  

オンブズマン制度の運営は、市民の理解と信頼が必要不可欠な基盤となり

ます。このため、制度の利用案内や毎年度の運営状況を市ホームページ（U

RL: http://www.city.fujisawa.kanagawa.jp/ombuds/）に載せるとともに、

定期的に「広報ふじさわ」に掲載するなどして周知を図っています。また、

各市民センター・公民館・図書館などにオンブズマン制度のリーフレットや

苦情申立書用紙及び運営状況報告書等を配架することにより、市民等の利便

性の向上を図りながら、制度の周知・定着に努めています。  

 

 

  

http://www.city.fujisawa.kanagawa.jp/ombuds/
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２．苦情申立ての受付及び処理状況  

 

〔苦情申立ての受付状況〕  

 

１．苦 情 申 立 て 受 付 件 数  ３９  件  

   

２．行 政 組 織 別 受 付 件 数    

企 画 政 策 部  ２  件  

財 務 部  ２  件  

市 民 自 治 部  ５  件  

福 祉 部  ２  件  

健 康 医 療 部  １  件  

子 ど も 青 少 年 部  ３  件  

環 境 部  ８  件  

都 市 整 備 部  ２  件  

道 路 河 川 部  ６  件  

市 民 病 院  ２  件  

オ ン ブ ズ マ ン  １  件  

教 育 委 員 会  ３  件  

そ の 他  ２  件  

合 計  ３９  件  

 

 

〔苦情申立ての処理状況〕  

 

令 和 ５ 年 度 受 付 件 数 ３９  件  

令 和 ４ 年 度 か ら の 繰 越 件 数  ２ 件  

合 計 件 数  ４１  件  

 

１．苦情申立ての処理を終了したもの  ３９  件  

（１）苦情申立ての趣旨に沿ったもの  ３  件  

（２）苦情申立ての趣旨に沿えなかったもの  ２１  件  

内、行政対応に問題があったもの  ２  件  

（３）調査を中止・打ち切ったもの  ０  件  

（４）調査をしないこととしたもの  １５  件  

２．苦情申立ての処理中のもの（次年度繰越）  ２  件  
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３ ． 苦 情 申 立 て の 処 理 事 例  
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（１）苦情申立ての趣旨に沿ったもの  

（事例～１）市民病院の対応に係る件  

（対象機関：市民病院事務局医事課）  

＜苦情の概要＞  

苦情申立人は、市民病院に入院。同日処置のため体内に管を挿入時、体

内軟骨の脱臼となる（国内４例目、当日担当したのはＡ医師）。  

（１）同日処置時、局所麻酔であったため、医師や医療スタッフの会話が

聞こえた。Ｂ医師が、２回目の管挿入を行っていたＡ医師に「上手」と

言うのが３回ほど聞こえた。Ａ医師は、１回目の管の挿入に造影剤を使

わなかったために失敗しており、患者の立場から「上手」とは思えない

にも関わらず、このような発言が聞こえたのは不快であった。  

（２）同日処置では管の挿入ができず、翌日再度行わざるを得なくなった

が、Ａ医師は何の説明もなく処置室から退室して行った。その後私がこ

のような状況になったにもかかわらず、今日に至るまで、Ａ医師から、

説明も謝罪もないのはおかしい。  

（３）医事課Ｃ課長との面談（２回目）において、Ａ医師の在籍状況につ

いて尋ねたところ、「異動になった」とのことであったが、その後、苦

情申立人が同医師は在籍しているのではと確認したところ、後日の電話

で「勘違いだった」との説明があった。重要な事項についての説明とし

て不適切である。  

（４）カルテ開示希望について、医事課との２回の面談時に伝えてあった

のに手続きが取られず、手続きの説明もなかった。結局手続きが取られ

たのは開示当日になってからであり、枚数、金額、現金のみの支払いで

あるという説明が事前になされず、開示請求書にサインしてから伝えら

れた。  

要 約  
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また、カルテの写しは受け取り、支払いも済ませているのに、後日、

市民病院から金額と受領を請求する文書が送られてきた。再度カルテを

取りに行き支払いをしなければならないのか、趣旨が不明である。  

（５）医師との面談記録を見せてもらったところ、面談時に苦情申立人が

「これはＡ医師の手技ミスということですよね？」と聞き、Ｄ医師が

「そうです。」と回答したやりとりが抜けている。このような重要なや

りとりを抜かして面談記録を作成するのは不適切である。  

（６）本件は国内で４例目とのことだが、院長先生はどのように考えてい

るのか見解を伺いたい。  

＜処理結果＞  

（１）Ｂ医師の「上手、上手」という声かけの当否について  

処置を担当する医師に、他の医師から「上手、上手」と声掛けがある

と、そもそも担当医師には技量がないのではないか、処置が上手くいっ

ていないのではないかと患者の不安を煽ることになる。  

従って、かかる声掛けは不適切であったと判断した。  

（２）Ａ医師が本件処置後何も言わずに立ち去り、その後、説明も謝罪も

していないことについて  

①  Ａ医師が本件処置後に何も言わずに立ち去ったとする点について  

苦情申立人とＡ・Ｂ医師との間で事実認識が相反し、これを明らか

にする資料がないことから、いずれが事実であるとも認定できないが、

翌日の診療記録に残されていた苦情申立人の発言からすると、少なく

ともＡ医師の説明は苦情申立人に伝わらなかったものといえる。  

患者への説明も医療行為の一環として、医師の裁量の余地が大きい

ところではあるが、少なくとも伝わる必要があるので、改善点がない

か、見直すべきと判断した。  

②  処置後、Ａ医師から説明も謝罪もないとする点について  

まず説明に関して、市民病院は、患者から事後的な説明を求められ

た場合、担当医師から直接説明するのではなく、上位の医師から説明

することを基本姿勢としており、本件においても、Ａ医師に代わり、

Ｄ副院長及びＥ部長医師から説明がなされた。  
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市民病院における診察・治療行為は、病院が患者と診療契約を結び、

組織として行っており、診療契約から派生する事後的な説明について

も、組織的に行うことは認められるものと考える。  

医療過誤があったような事案では格別、本件のように医療過誤につ

いてはいずれとも言えない前提の上では、組織的対応としての説明で

は足りずＡ医師自身も説明すべきであったとは言えないと判断した。  

また、謝罪についても、同様に医療過誤を度外視して考えるので、

Ｄ副院長が結果発生の事実について謝罪している以上、これに加えて

Ａ医師自身も謝罪すべきであったとは認められない。  

ただ、Ａ医師は、謝罪の意思があるとのことであった。であれば、

謝罪すればよかったと考える。  

謝罪の意思があるなら、せめて一言、声掛けがあれば、苦情申立人

としても救われる部分があったと思われる。  

（３）Ａ医師が異動になったと誤った説明をしたことについて  

苦情申立人への説明が不適切だったが、それにとどまらない問題があ

る。  

一番初めに患者と接触し、患者と医師の橋渡し役となる医事課におい

て、担当医がいるのにいないものと誤解していたのでは、十分な役割が

果たせないことから、医事課の対応は問題であったと言わざるを得ない。

この点は、医事課も認めており、以後は、慎重な対応が望まれる。  

（４）カルテ開示手続きについて  

①  医事課と２回面談した際にカルテ開示希望を伝えていたのに、開示

日当日まで手続きが取られなかったことについて  

苦情申立人と医事課とでは認識が異なっている。  

医事課の面談記録にもカルテ請求に関する記録はないが、記録がな

いからといって苦情申立人がカルテ開示希望を伝えなかったとは断定

できない。また、他に事実を示す資料はないので、この点はいずれで

あるとも判断できない。  
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②  開示日当日の手続きにおいて、金額や枚数、現金のみの扱いである

ことが事前に説明されず、開示請求書に署名した後に伝えられたこと

について  

①について苦情申立人の認識のとおりとすれば、①②合わせて不適

切な対応と言わざるを得ない。  

一方、①について医事課の認識のとおりとすれば、開示日における

面談に間に合わせることが優先された側面もあったといえるが、５０

０枚を超える紙を持ち帰ることは困難な場合もあり、前日あるいは当

日の朝にでも電話一本かけることはできなかっただろうか、という疑

問が残る。  

いずれにしろ、この点については、医事課の見解として「苦情申立

人への事務手続きの説明について、不十分であったと考えている」と

回答があったので、以後に活かしてもらいたい。  

③  後日送付した文書が趣旨不明であることについて  

苦情申立人にカルテの写しが交付され、苦情申立人は費用を支払っ

た後、市民病院より「診療記録の開示に関する回答書」が届き、そこ

には、診療記録の開示請求書に関する準備が整ったので、診療記録の

受け取りと、費用の支払いを求める旨が記載されていた。  

医事課としては、「既に交付済みである旨を記載したが、」と説明

しているが、通知文に付けられた付箋メモには「回答書ができあがり

ましたのでお受け取り下さい。」とある一方、「既に交付済み」の記

載はどこにも見当たらなかった。  

受け取った側が、市民病院の趣旨を判断しかねるのは当然であって、

事務処理として不適切であったと言わざるを得ない。  

（５）医師との面談記録から、苦情申立人が「これはＡ医師の手技ミスと

いうことですよね？」と聞き、Ｄ医師が「そうです。」と回答したやり

とりが抜けているとする点について  

苦情申立人は上記やりとりがあったとするものの、Ｄ副院長、Ｅ部長

医師及び医事課Ｃ課長にはそのようなやりとりをした記憶はないとのこ



 

 - 13 - 

とで、面談記録にも残っていない以上、いずれが正しいとも判断できな

い。  

苦情申立人としては真偽を明確にしたい部分であると思うが、このよ

うな口頭での言った言わないを後から判断することは非常に難しく、オ

ンブズマン調査ではなし得ない。  

（６）院長からの回答については以下のとおりである。  

「院長は、本件について苦情申立人との面談の前に報告を受けました。

苦情申立人の病状において、処置は治療として必要な手技ですが、この

処置に伴う合併症として、体内軟骨脱臼を併発したこと（当院の認識と

しては国内４例目）は、院長として、とても残念に思います。  

また、本件処置に関わる医師やカルテ開示等の事務手続きに関する医

事課職員の対応については、苦情申立人である患者様に寄り添った対応

についての意識が希薄であったことが懸念されます。  

患者様に寄り添った医療を提供できるように最善を尽くしたいと考え

ています。  

院長として、患者様が１日でも早く回復されますことを願っておりま

す。」  

（７）申入れについて  

以上のとおり、本件では指摘事項が複数あった。  

これらの点について、上記（６）のとおり市民病院院長より見解が表

明されているので、改めての申入れはしないが、地域医療の中核を担う

病院として、一層着実に業務にあたるよう要請した。  

******************************************************** ********** 

（事例～２）コンタクトセンターの誤った説明に係る件  

（対象機関：市民自治部市民相談情報課）  

＜苦情の概要＞  

 親の介護で藤沢市から他市へ私だけ転居したところ、妻の住民票が必要

となった。同一世帯でないため、自分が直接申請しても発給してもらえな

いかと思い、市役所代表に確認の電話をし、本籍は藤沢市のままだと説明

をしたところ、担当者から取得は大丈夫ですと回答を受けた。そのため、
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市役所へ行ったところ、取得はできないとして委任状を渡され帰宅せざる

を得ない状況になった。また、電話で回答した担当者は、名前、部署は言

わなかった。このような対応に対して改善をお願いしたい。  

＜処理結果＞  

市民相談情報課（以下「担当課」という。）の説明によれば、業務委託

先であるコンタクトセンターにおいて担当したオペレーターが、同一世帯

員の方と同一の戸籍にある方とを取り違えてしまい、委任状は不要である

と案内を行ってしまったとのことであった。戸籍が同一であっても、同一

世帯員以外の方が請求する場合には第三者請求となり、本人又は同一世帯

員からの委任状が必要となるにもかかわらず、これを不要と説明したこと

は明らかな誤りで問題があったと言わざるを得ないが、担当課から、業務

委託先であるコンタクトセンターに対して、（ⅰ）オペレーター全体に向

けた知識解説を含めた本案件の周知、（ⅱ）知識定着度を確認することを

目的とした知識テストの実施、（ⅲ）問い合わせ対応中及び対応完了後に

おける、ＳＶ（スーパーバイザー）・リーダーによるモニタリングの徹底、

との対策を実施するよう指導し、コンタクトセンターからは今後の再発防

止に努めるとの説明があったことから、担当課への申入れは行わない。  

また、担当のオペレーターが部署及び名前を言わなかったとの点につい

ては、両者の説明は異なっていることから、この点についての判断はこれ

以上することができない。  

***************************************************************** * 

（事例～３）市民税課の窓口対応に係る件  

（対象機関：財務部市民税課）  

＜苦情の概要＞  

自分自身の過去年度の住民税の件で市民税課を訪問したところ、対処さ

れた女性職員から「ご主人のものですか？」と聞かれた。当然、自分のも

のである。令和５年にもなって、そんなに偏見に満ちた不快な言い方をわ

ざわざする必要があるのか。  

＜処理結果＞  
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市民税課（以下「担当課」という。）の説明によると、市民相談におい

て、担当課でお答えする内容であること及び個人を特定しなくては相談に

応じられない内容であることが分かった場合、どなたのお話なのかを確認

することになるが、「ご本人のものですか？」と伺うと、「自分が来てい

るのだから本人のものに決まっているだろう！」と不快感をお示しになる

市民の方も一定数おられ、相談の中で、「ご本人のものですか？」という

伺い方はしていないのが実情である。  

このようなことから本件では、逆に本人以外の可能性を排除する、とい

う方向での聞き方をしてしまった。  

この点で、苦情申立人に不快感を与えてしまったことは受け止め、今後

の業務を遂行していく、とのことであった。  

端的に「ご本人のものですか？」と聞けばよいという点は、苦情申立人

の主張のとおりである。  

また、一定以上の所得がある場合、統計的に男性であることが多いとし

ても、納税者と言えば男性であることを前提とした対応は、男女共同参画

社会の推進において主導的役割が期待される自治体にふさわしくないとい

う点も、苦情申立人の主張するとおりである。  

担当課においては、担当課の見解にあるとおり、苦情申立人に不快感を

与えてしまったことを受け止め、業務改善に活かす道を模索して行くよう

要請した。  

******************************************************************  

（２）苦情申立ての趣旨に沿えなかったもの  

 

（事例～４）就労証明書の取扱いに係る件（＊繰越分）  

（対象機関：子ども青少年部青少年課）  

＜苦情の概要＞  

子の児童クラブ入所申込に際し就労証明書を提出したが、期間が終了し

た後になって再提出を求められた。当該証明書を受け取り、回覧し、確認

をする複数の組織を横断して、そのすべての組織においてチェックする機
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能、期間内に不備を報告する機能が有効に働いていなかったことの証左で

ある。  

＜処理結果＞  

放課後児童クラブ事業の運営は、市との協定により、財団等の事業者が

行い、青少年課（以下「担当課」という。）は、一定の指導監督を行うた

め、本件でオンブズマンの判断の対象となるのは、入所事務に関して、事

業者に対する担当課の指導監督が適正であったか、具体的には、事業者に

よる形式的不備のチェック漏れについて、担当課の指導監督に不適正な点

があったか、ということになる。  

その点から、以下検討を行う。  

市の定めた入所判定書類に関するルールでは、事業者には、募集案内で

明示等により周知した上で、各家庭に提出を求めるところまでが義務付け

られ、保護者には、必要事項を記載した書類その他必要とされた添付書類

を提出することが求められている。  

財団としては、入所案内において、就労・就学証明書を必要添付書類と

して明示して周知した上で書式を用意し、各家庭に提出を求めており、市

の定めた基準は満たしている。  

実務上、提出された就労・就学証明書に形式的不備があることが判明し

た場合、財団から保護者に連絡して、形式的不備を補完するよう促してい

るようであるが、これは財団が任意に行っているものであり、市の基準に

よって義務付けられた業務ではない。  

従って、保護者の提出した就労・就学証明書に形式的不備があった場合、

財団が事前に指摘しなかったからといって、財団の対応を不当とすること

はできないといえる。  

財団の対応を不当とすることができないので、この点に関して、担当課

の指導監督が不当だったとすることはできないと判断した。とはいえ、書

類の形式的不備を理由に、児童が児童クラブに入れないという事態は避け

るべきで、書式作成の段階から工夫を重ねるべきである。  
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この点、担当課では、就労・就学証明書を含む共通書類について、市で

統一様式のものを設け、記載例含めて市ホームページ上に掲示する等の対

応を行う、とのことであった。  

今後必要な指導を行っていくということであることから、担当課の対応

は妥当なものと判断した。  

******************************************************************  

（事例～５）住民税に対する市民税課・納税課の対応に係る件（＊繰越

分）  

（対象機関：財務部市民税課・納税課）  

＜苦情の概要＞  

①  平成２８年度から平成３０年度の住民税が普通徴収となったが、主た

る勤務先が給与支払報告書を提出しなかったためである。自分は確定申

告を行った際に「特別徴収」による納付を選択しているところ、市民税

課が勤務先に給与支払報告書の提出を求めなかったことが原因であり、

市民税課の対応に問題がある。  

②  住民税の支払いをしなかったところ、３年程前に滞納処分により給与

を差し押さえられると共に延滞金を課されることとなったが、延滞と

なってしまった経緯に鑑み、延滞金が課されることに異議がある。  

③  第三債務者が振込手数料を差し引いて振り込んだ場合に、振込手数料

分だけ差押額と配当額に差ができることから、滞納処分にかかる振込手

数料の負担につき異議がある。  

④  令和４年１月以降、一連の納税手続きにつき市民税課や納税課へ質問

をし、回答を求めたが的確な回答がなく納得がいかなかったところ、一

方的に話を終了されたが、このような市民税課や納税課の対応に不満が

ある。  

＜処理結果＞  

①  住民税が普通徴収による徴収となった点につき、確定申告の際に選択

できるのは「給与・公的年金等『以外』の所得に係る住民税の徴収方法」

の選択であり、「特別徴収」を選択しても、給与に対する住民税が特別

徴収となる訳ではない。従って、確定申告書に基づき給与に係る市民税
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を特別徴収に変更しなくても、担当課の対応に問題があるとは認められ

ない。  

また、勤務先に対し給与支払報告書の提出を求めなかったという点に

つき、担当課の説明によれば、市が、給与支払報告書を提出しない会社

を捕捉することは難しいのが実情であり、特別徴収義務者側で遡って異

動届等の手続きを行うことはできないことから、給与支払報告書が提出

されない場合には普通徴収として徴収事務を行っているとのことだった。  

市県民税の徴収方法としては、原則として特別徴収義務者が提出した

給与支払報告書により、特別徴収するという手続きになっているところ、

現在、所得税法の規定により所得税を徴収する義務（源泉徴収）と給与

支払報告書の提出は別々の手続きになっており、特別徴収義務者から給

与支払報告書が提出されたことを確認する仕組みはない。また、給与支

払報告書が提出されていないことを確認する仕組みもない。従って、給

与支払報告書が提出されていない場合で、市町村において納税義務者に

課税が発生すると判断した場合において、特別徴収を行うためには、市

町村において、特別徴収義務者に対して、いちいち給与支払報告書を提

出したかどうかを確認することになるが、多数の事業所（会社や個人事

業主）があることから、給与支払報告書の提出の有無を確認する作業は

現実問題として難しいといえる。よって、担当課において勤務先に対し

督促をしなかったとしても担当課の対応が不当だったとは認められない。

なお、本件においては、苦情申立人の意向を受けて、担当課から勤務先

に対して、給与支払報告書の提出漏れがないか確認するように通知した

とのことであった。  

なお、給与支払報告書が提出されたかどうかは直ちに納税義務者には

分からないこと、給与未払となった場合には確定申告や更正申告により

住民税額が変更になる可能性があることから、市町村は、納税義務者か

ら未払給与があるという相談を受けた場合には納税義務者に対して、確

定申告や更正申告の手続きについて説明すべきと考える。本件において

は、納税義務者はこの説明を受けた後に更正申告をしていることから、

担当課においてはこの説明をもっと早期にすべきだった。  
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②  延滞金が課されることになった点につき、市税の処分（賦課決定や滞

納処分等）に関して不服がある場合は、審査請求、取消訴訟によるべき

であり、オンブズマンが調査・判断することは相当でないと考える。  

③  振込手数料の差額分だけ差押額と配当額に差がでる点につき、市税の

処分（賦課決定や滞納処分等）に関して不服がある場合は、審査請求、

取消訴訟によるべきであり、オンブズマンが調査・判断することは相当

でないと考える。  

④  令和４年１月以降、一連の納税手続きにつき市民税課や納税課へ質問

をし、回答を求めたが的確な回答がなく納得がいかなかったところ、一

方的に話を終了されたとの点につき、担当課の説明によれば、普通徴収

となった経緯については、令和４年５月１０日付け、５月３１日付け及

び９月２７日付け事務連絡において回答し、延滞金計算が課されること

ついては、同年５月３１日付け、同年８月３日付け及び同年８月２９日

付け事務連絡において回答し、また、延滞金減免には該当しない点につ

いては同年３月２４日付け事務連絡にて回答したとのことであった。さ

らに、文書の回答にご不明点がある場合は、事前連絡にて日程調整をし

た上で、市民税課又は納税課の窓口にお越し下さるように令和５年２月

１５日付け事務連絡において案内をしたとのことであった。  

この点については両者の説明は異なっていることから、オンブズマン

はこれ以上の判断をすることができない。  

******************************************************************  

（事例～６）騒音・悪臭に対する環境保全課の対応に係る件  

（対象機関：環境部環境保全課）  

＜苦情の概要＞  

 Ａ工場が騒音・悪臭を発生させているところ、環境保全課から、Ａ工場

へ要望を出すよう依頼したが、すべて口頭によるもので証跡が残らない。

そこでメールでの要望を出すよう依頼したところ、正当な理由もなく拒否

された。環境保全課は、Ａ工場に対し、証跡が残る形で申入れを行うこと

を求める。  

＜処理結果＞  
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 騒音・悪臭について法令、条例の規制違反の事実があった場合には、指

導や勧告として手続きを進めることになる一方で、規制違反の事実がない

場合には、騒音・悪臭に関する申入れは要望ということになる。この点、

要望の場合には、環境保全課（以下「担当課」という。）において、これ

を相手方に伝えなければならないという法的義務はなく、相手方に伝える

かどうかは担当課の判断ということになり、また、どのような方法によっ

て伝えるかも担当課の判断となる。要望をメールで伝えるように依頼を受

けたとしても、担当課において依頼どおりにする義務はなく、 担当課が

メールで出すことを拒否したことは問題がないと判断した。  

******************************************************************  

（事例～７）保育所の入所手続きに対する保育課の対応に係る件  

（対象機関：子ども青少年部保育課）  

＜苦情の概要＞  

①  令和５年に、保育施設利用申込み手続きのために保育課を訪問し、課

税証明書と就労証明書を提出した。その際、課税証明書が英文であった

ことから、担当者からその場での翻訳を求められた。事前に課税証明書

の提出を求められた際には翻訳文の提出を言われなかった。専門用語な

どもあり、翻訳について自信がなかったが、やむを得ず翻訳することに

なった。担当課の対応に問題がある。  

②  就労証明書に不備があると指摘されたが、訂正をすると提出期限に間

に合わない可能性があったため、やむを得ず、就労予定として申請する

ことになったが、その際、担当者から、「就労としても就労予定として

も、入所保留に変わりはない」と言われた。窓口において判断すること

ではないにもかかわらず、このような発言は不適切である。  

＜処理結果＞  

①  提出書類の翻訳について、本件においては、就労証明書について指定

の書式（日本語）を苦情申立人において翻訳し就労先から取得したとこ

ろ、さらに日本語への翻訳を求められたこと、また収入の証明書も翻訳

が必要であることの説明がなかったにもかかわらず、翻訳を求められた

ことが認められる。  
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日本語への翻訳については、現在、市において、外国語の書類を受け

付ける仕組みはなく、担当者において判断することもできないことから、

申請者において外国語を日本語に翻訳してもらうことはやむを得ないも

のと考える。ただし、本件においては、日本語での提出が必要であるこ

とについて十分な説明があれば、苦情申立人において、就労証明書を英

訳する際にもともとの日本語を併記することもでき、苦情申立人に過度

の負担をかける必要がなかったものといえる。従って、担当課の対応は

不当とまでは言えないが、提出書類の日本語訳の必要性についての説明

が不十分であったと認められ、今後、改善の余地があると考える。  

②  就労証明書の不備につき、保育施設入所選考基準では、父母それぞれ

の点数について、低い方を採用するとされており、このことはふじさわ

認可保育施設申込ナビにも記載されている。本件では、父が就労もしく

は就労内定である一方、母が求職中となっており、父の点数に関わらず、

母の点数を採用することになると認められる。担当課の説明によれば、

父が就労もしくは就労内定で、母が求職中となっており、母の点数を採

用することになるので、父の就労証明書を提出しても点数に変更がない

ことを伝えたつもりであったとのことだったが、苦情申立人の申立ての

理由には、本件の保育施設入所選考が母の点数に基づくということが一

切触れられておらず、従って、担当課の保育施設入所選考基準について

の説明が不十分だったことがうかがえる。同基準はふじさわ認可保育施

設申込ナビに記載されており、担当課の対応は不当とまでは言えないが、

同基準についての説明が不十分であったと認められ、今後、改善の余地

があると考える。  

******************************************************************  

（事例～８）市役所等の通信環境に係る件  

（対象機関：市民自治部市民相談情報課）  

＜苦情の概要＞  

①  藤沢市のあらゆるネット環境に対し、苦情申立人使用のドメインとプ

ロバイダーで導通できない。  
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他の個人、企業・商店、省庁等とは問題なく、初めてのやり取りでも

導通できているため、こちら側の設定問題でない可能性は非常に高い。  

②  該当する部署への調査と対応を依頼したが未だ改善されず、経過報告

も無い。  

③  メールや申請ができない事で、時間・備品費用等の時間と金銭、労力

の負担で多大な迷惑を被っている。  

＜処理結果＞  

 市民相談情報課（以下「担当課」という。）の説明によれば、「苦情申

立人に送信したメールについて調査したところ、市及び県が管理するサー

バー及びネットワークから外に送信されているという調査結果であった。

苦情申立人に対し、調査結果を伝えると共に、さらに調査をするために苦

情申立人側のエラーメッセージを提供するように伝えた。」とのことで

あった。苦情申立人は、担当課から経過報告もないと苦情を申し立ててい

るが、当事者の言い分に食い違いがある場合にはどちらの言い分が正しい

か判断することはできず、従って、オンブズマンにおいてこれ以上判断す

ることはできない。  

 苦情申立人と市との間でメールのやり取りができない点の調査及び改善

については、苦情申立人からエラーメッセージの提供があれば、さらなる

調査を行うことも可能であるとのことから、現時点において、担当課の調

査及び改善に問題があるとは認められない。また、電子申請は県の所管で

あることから、県に問い合わせる必要があり、担当課の対応に問題がある

とは認められない。  

******************************************************************  

（事例～９）環境保全課の対応に係る件  

（対象機関：環境部環境保全課）  

＜苦情の概要＞  

Ａ工場からの騒音・悪臭を訴えているが、環境保全課の職員は、Ａ工場

の主張（騒音・悪臭は発生させていない）は信じるが、私の主張（騒音・

悪臭を発生させている）を無視する。  

＜処理結果＞  
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環境保全課（以下「担当課」という。）の説明によれば、Ａ工場に伝え、

担当課において現地をパトロールしたが、油臭及び塗装臭並びに異音は確

認できなかったこと、市として申入れをしたこと、今後の市の対応につい

ては、従前の当該工場からの施設の稼働状況確認の聴き取りや周辺のパト

ロールを通じて、状況の把握に努めること、騒音・悪臭の測定については、

今年度も実施する方向で検討していることを、苦情申立人に回答したとの

ことだった。この担当課の対応の内容に鑑みれば苦情申立人の要望を無視

しているとは認められず、担当課の対応において問題があったとはいえな

い。  

な お 、 苦 情 申 立 人 に お い て 、 担 当 課 か ら 上 記 の 連 絡 を 受 け て い な い

（「無視された」）ということであれば、この点について双方の言い分に

食い違いがあることになるが、当事者の言い分に食い違いがある場合には

どちらの言い分が正しいか判断することはできない。  

******************************************************************  

（事例～１０）個人番号カードの更新手続き等の対応に係る件  

（対象機関：市民自治部市民窓口センター）  

＜苦情の概要＞  

 令和２年に個人番号カードの更新手続きを行い、その際、電子証明書の

パスワードの更新手続きを行った。  

 その後、令和５年８月初旬、本人確認のため個人番号カードを読み取っ

たところ、ＩＣチップの更新ができておらず市役所の窓口に連絡するよう

案内が表示された。そのため、電話で市役所に問い合わせたところ、担当

者から「パスワード（署名用電子証明書用６～１３桁英数字のもの）が設

定されていない。」との説明があった。  

 そのため、改めて、市役所を訪れ個人番号カードの電子証明書用のパス

ワードの更新手続きを行ったところ、先日とは別の担当者から、「署名用

電子証明書用のパスワードについては登録されているが更新がなされてい

なかった一方、利用者証明用電子証明書用のパスワード（数字４桁のもの）

については更新がされている。パスワードの更新については、更新する際

に担当者が本人に確認して行っている。利用者証明用電子証明書用のパス
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ワードについては更新を希望したが、署名用電子証明書用のパスワードに

ついては更新されなかった。パスワードの更新がなされなかったのは、更

新を行わなかった本人の責任である。」との説明があった。 更新されな

かったのは本人の責任であると言うのみであり、また市民が立ったままの

状態にもかかわらず、担当者は窓口に座ったまま、面倒そうに対応をされ、

このような対応に不満があり改善を求める。  

＜処理結果＞  

 応対した職員に対応状況を確認したところ、実際の状況を説明しただけ

で、問題がある接遇をした認識はなかったということだった。当事者の言

い分に食い違いがある場合にはどちらの言い分が正しいか判断することは

できず、よって、本件においてこれ以上オンブズマンにおいて判断するこ

とはできない。  

 なお、窓口において市民が立ったままであるにもかかわらず、担当者が

座ったままであるとの指摘があったが、配慮が必要な方の対応を行う場合

にはローカウンターでの受付もしているが、通常は短時間であり、来庁者

は立ったままで対応することが多いということであった。今回は結果的に

長時間の対応になった可能性もあるが、配慮が必要な方にはローカウン

ターでの対応も可能ということなので、この点について市民窓口センター

の対応が不当であったとは認められない。  

 本件においては事実認定ができなかったが、市民窓口センターとしては、

マイナンバー制度を正しく理解したうえで、市民に分かりやすい説明をす

るように心がけるということであり、また、接遇についても、より良い接

遇ができるように努めたいということであった。  

******************************************************************  

（事例～１１）わたしの意見・提案回答の宛先に係る件  

（対象機関：教育委員会教育部教育総務課）  

＜苦情の概要＞  

令和４年１２月以降の苦情申立人からの「わたしの意見・提案」に対し

て、回答はあるが、「Ａ文書、Ｂ文書で苦情申立人の夫に示したとおり」

とだけくる教育委員会の対応は問題である。  
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＜処理結果＞  

教育委員会は、全体の対応方針として、苦情申立人からの「わたしの意

見・提案」に対して個別に対応しない旨を意思決定（以下「対応方針」と

いう。）しているところ、本件における背景事情から、当該対応方針は不

当なものといえず、また、「わたしの意見・提案制度実施要綱」の趣旨に

も反しないので、教育委員会の回答は不当ではないと判断した。  

******************************************************************  

（事例～１２）湘南台駅地下自動車駐車場職員の対応に係る件  

（対象機関：道路河川部道路河川総務課・道路維持課）  

＜苦情の概要＞  

湘南台駅地下自動車駐車場につき、終業時間前に地下２階へのエレベー

ターが動かなかった。中央監理室に電話しても運営がＡ社だからと取り

合ってもくれなかった。運営上、車の出庫ができなくても、せめて家の鍵

が取れる様助けて欲しかった。  

＜処理結果＞  

中央監理室勤務員の対応につき、市の説明によれば、中央監理室勤務員

は駐車場管理事務室の外線番号を知らなかったため、結果的に苦情申立人

に対し、駐車場の連絡先を案内することができなかったとのことであった。  

駐車場はＡ社が管理していることからＡ社に無断で地下２階駐車場に入

ることはできないが、Ａ社に電話することができればＡ社において何等か

の対応ができた可能性もあり、中央監理室勤務員においてＡ社の電話番号

を苦情申立人に伝えられなかったことは問題であったと考える。  

市の説明によれば、本件苦情申立てを契機に、市、Ａ社及び公益財団法

人藤沢市まちづくり協会において協議をし、各勤務員が所持する携帯電話

番号を相互に把握するようにしたこと、エレベーター地下１階、地下２階、

エレベーター内及び各フロアの入口に駐車場管理室及びＡ社の電話番号を

掲示する措置をとったこと、今後も管理体制について協議をしていくとい

うことであり、オンブズマンとして申入れをすることはしない。  

******************************************************************  
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（事例～１３）ヘルスチェック料金の返還に係る件  

（対象機関：健康医療部健康づくり課）  

＜苦情の概要＞  

①  ヘルスチェックを無料で受診するには事前準備が必要、という案内に

不十分な点が沢山あり、令和３年、令和４年と本来払わなくて良かった、

計４，０００円を支払ってしまっている。  

健康づくり課も、リーフレットやホームページなどに記載がなく、案

内が不十分だった事を認めているため、無駄に支払っている計４，００

０円を返金してほしい。  

②  今回原因を作った「健康づくり課」が非を認めており、１１月１５日

から健康づくり課を含む色々な窓口で相談している中で、職員の方々の

真摯的ではない対応が多々見られ、又、その上司にあたる方々も無責任

な対応ばかりだったため、公平な判断のもと、該当する職員の指導・改

善をして欲しい。  

＜処理結果＞  

①について、担当課である健康づくり課への調査の結果、苦情申立ての原

因となったヘルスチェック受診料の支払いから、いずれも１年が経過し

ていることが判明したことから、この点について調査はできない（藤沢

市オンブズマン条例第１２条第１項第３号）。  

②については、職員の対応に関する苦情だが、本件では、「既払いの４，

０００円について返金できない」ことが、職員の対応の根幹であるとこ

ろ、上記①のとおり返金の是非について調査することができない以上、

その点から派生する対応について是非を判断することはできないことか

ら、同じく調査することができない（同条第１項第５号）。  

******************************************************************  

（事例～１４）市県民税の延滞金に係る件  

（対象機関：財務部納税課）  

＜苦情の概要＞  

令和３年度４期分の市県民税の納付が遅れた事に対する延滞金について、

当時、納付期限から納付日まで、乗船していて納付できず、その期間の延
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滞金の減免を申し入れたが法的根拠もなく受け入れてもらえなかった。減

免を受け入れてもらえない理由について、法的根拠もないためしっかりと

した説明が欲しい。  

＜処理結果＞  

延滞金の減免については、地方税法第２０条の９の５及び藤沢市市税条

例施行規則第４条に減免する場合が定められており、延滞金の減免を受け

ようとする場合は、市長に対し延滞金減免申請書を提出して行うものとさ

れている（藤沢市市税条例第１０条・同条例施行規則第５条）。この減免

申請に対する市長の判断に不服がある場合には、行政不服審査法に基づく

不服申立てをすることになることから、延滞金の減免については、オンブ

ズマンにおいて調査することが相当でないものと判断し調査をしないこと

とした。  

また、減免を受け入れてもらえない理由についてしっかりとした説明が

欲しいという点につき、延滞金の減免について、減免を求める者と担当課

の判断とが異なっている場合には減免を求める者において法律に従って争

うことができるように、減免の根拠となる地方税法第２０条の９の５及び

藤沢市市税条例施行規則第４条を明示した説明や藤沢市市税条例第１０条

及び同条例施行規則第５条の延滞金減免申請書についての説明、さらに行

政不服審査の制度まで説明することが必要であり、苦情申立人に対し、地

方税法第２０条の９の５、藤沢市市税条例第１０条、同条例施行規則第４

条及び第５条を明示した説明がされなかったことから、この点において納

税課の対応には問題があったといえ、今後は改善の余地があるものと考え

る。  

******************************************************************  

（事例～１５）カーブミラーの移設に係る件  

（対象機関：道路河川部道路維持課）  

＜苦情の概要＞  

市のカーブミラーが狭い私道上のポールに設置されているため、自動車

運転中に左後方ドアを接触させてしまった。  
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①  カーブミラーの問題は住民の人命や安全に関わるため、道路維持課

（以下「担当課」という。）へ位置修正の要望を出したところ、適切

な番号を伝えているのに、職員から、「そんな番号はない」という

誤った回答があった。  

②  上司の課長補佐に対応してもらったが、市のホームページから「わ

たしの意見・提案」を出したことについて威圧的な言動があった。  

③  また、カーブミラーの電柱への移設に関する進捗状況を教えてほし

いと２回伝言したが、課長補佐から一切の連絡がない。  

④  本来、道路の所有権は市にあるので、道路上にカーブミラーを設置

するについて近隣土地所有者から許可を得ることは必要ないはずであ

り、許可を必須としていることは問題である。  

＜処理結果＞  

①につき、担当課職員の説明によれば、カーブミラーの移設の要望を受け

た時には、現在のカーブミラーの設置基準について説明したのであり、

「そんな番号はない」とは回答していないとのことであった。オンブズ

マンは、カーブミラーが道路反射鏡台帳によって管理されていることを

確認し、また、令和５年４月にも苦情申立人から方向直しの要望を受け、

同台帳にて確認の上、点検を行っていることから、担当課において「番

号がない」という回答をするとは通常考えられないと判断した。  

②につき、担当課は、令和５年８月に高さ調整、支柱内の水抜き及び頭部

キャップの取付け作業を行ったことで、カーブミラーに関しては解決済

みと認識していた。その後、同年１１月にカーブミラーの移設の要望を

受けた後、同日中、外出していた職員が即座に折り返しの連絡をしな

かったからと言って「『何もやっていない』と意見されるのは違うので

はないか」と伝えることに反論の範囲を超えた悪態は認められないと判

断した。また、カーブミラーを移設する場合の手続きの説明も通常必要

とされるものといえることから、威圧的、不適切と評価すべき対応は認

められないと判断した。  

③につき、担当課は、苦情申立人の要望を受けて、隣地所有者からの承諾

取得及び電柱共架の申請に動いていた。担当課に寄せられる電話・メー
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ル等による問い合わせが多数に及ぶ中、「手続きを遂行している最中な

のでこちらから連絡するまで待ってほしい」と対応することは合理的な

ことで、担当課全体の業務を遂行していくためには必要なことだと考え

られることから、担当課の対応は不当とはいえないと判断した。  

④につき、市のカーブミラー設置の一般的方針の是非について、苦情申立

人自身の利害を認めることはできないことから、藤沢市オンブズマン条

例第１２条第１項第２号に従い調査しないこととした。  

******************************************************************  

（事例～１６）騒音・悪臭に対する環境保全課の対応に係る件  

（対象機関：環境部環境保全課）  

＜苦情の概要＞  

Ａ工場が悪臭を発生させているため、特にひどい北側で測定するよう環

境保全課に依頼した。  

ところが、何か月も経ってようやく実施結果が送られて来たが、要望を

無視し、東側で測定を行っていたので、やり直すように申し入れたが「測

定しない」と断言した。職務に対する取り組み方の是正と、再測定を求め

る。  

＜処理結果＞  

環境保全課（以下「担当課」という。）の説明によれば、苦情申立人か

ら、Ａ工場における騒音・悪臭についてこれまでたびたび連絡があり、担

当課は当該工場に申入れを行い、敷地周辺のパトロールや騒音・臭気測定

を継続的に行っていたとのことであった。この点、令和４年７月と令和５

年１０月に当該工場東門北側において臭気測定を実施し、その結果はいず

れも工業専用地域における敷地境界での臭気指数の基準値を下回っており、

また、当該工場の北側での臭気測定については、近隣に居住されている住

民の方からの相談もないこと、苦情申立人のご自宅の近傍での測定を優先

したことから測定は実施しないこととしたとのことであった。  

悪臭防止法は、「市町村長は、住民の生活環境を保全するため、規制地

域における大気中の特定悪臭物質の濃度又は大気の臭気指数について必要

な測定を行わなければならない。」と規定しているところ（悪臭防止法１
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１条）、同条に定める「必要な測定」について、いつ、どのような場所で

測定を行うかについては、住民の生活環境を保全するという観点から、市

町村長の判断に委ねられていると考えられる。担当課の説明によれば、当

該工場東門北側において臭気測定を実施し、その結果はいずれも工業専用

地域における敷地境界での臭気指数の基準値を下回っていたとのことであ

り、担当課において、必要な測定を行っている。また、当該工場の敷地北

側の住民からの相談がないことから、北側の測定を行わなかったとのこと

であり、住民の生活環境を保全するという観点において、担当課の対応が

不当であったとはいえないと判断した。  

****************************************************************** 

（事例～１７）騒音・悪臭に対する環境保全課の対応に係る件  

（対象機関：環境部環境保全課）  

＜苦情の概要＞  

令和５年１１月２８日の環境保全課担当者の電話対応について、環境保

全課課長の態度が悪い。電話で話していると、デカい声を出して言い伏せ

ようとする。  

＜処理結果＞  

環境保全課の説明によれば、同課職員において、大声をあげて言い伏せ

ようとしたことはなく、通常と同様の対応をしたとのことであった。当事

者の言い分に食い違いがある場合にはどちらの言い分が正しいか判断する

ことはできない。よって、本件においてこれ以上オンブズマンにおいて判

断しない。  

******************************************************************  

（事例～１８）コンタクトセンターへのメール回答に係る件  

（対象機関：市民自治部市民相談情報課）  

＜苦情の概要＞  

令和５年１２月１１日、コンタクトセンターに、２回同じ内容のメール

を送付した。  
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１２月２３日にそのメールが届いているか市民相談情報課に電話すると、

午前に届いていないことが分かり、１４時になかったとの返答があったの

で、口頭で前に送ったメールの内容を読み上げて受け付けてもらった。  

１２月２８日に書面の回答が２件きた。コンタクトセンターに出した内

容に対する回答と２３日に同課に口頭で出した相談に対する回答であった。

内容としては、業務担当課からこれまで送られてきたのと同じ内容のもの

だった。  

①  Ｗｅｂで確認できなかったのはなぜか  

②  回答内容が、今までと同じもの（別のものかの判別がつかない）が来

ているのもおかしく、もしかしたら、苦情申立人のメールに対しては中

身に関係なく定形３行で回答する仕組みになっているのかと思われる。

そうならば、そうなっていることを苦情申立人に知らせる必要がある。  

＜処理結果＞  

①については、苦情申立人の問い合わせは、市の「コンタクトセンター」

にではなく「市インターネット意見・提案箱」に送信されていた。その

ため、「コンタクトセンターに送信したから確認して欲しい」と要望が

あったのに対し、「届いていない。」という回答になったとのことであ

る。  

そして、担当課は、「届いていない。」という回答にとどめず口頭で

問い合わせ内容を聴き取って、通常の事務フローに従った処理を行った。  

②については、苦情申立人だからといって取り立てて定型３行を自動返信

するような扱いはしていないとのことだった。  

以上により、担当課の対応は不当なものではないと判断した。  

******************************************************************  

（事例～１９）市民病院の面談対応に係る件  

（対象機関：市民病院事務局医事課）  

＜苦情の概要＞  

苦情申立人は、苦情申立人の父親が市民病院に入院した際、①退院後に

在宅医療での経鼻胃管による経管栄養の管理指導のできる医療機関を紹介

してもらいたいと依頼したころ、市民病院からそのような在宅医を紹介す
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ることはできないと言われた。②療養型病院への転院を強引に勧奨され、

③非協力的な態度がみられた。④退院後の在宅医療を行ってくれる医療機

関を速やかに紹介してもらえるように改善してもらいたい。  

＜処理結果＞  

①について、主治医はそのような発言をしたことはないとのことであった。

このように苦情申立人の主張と市民病院の説明が異なっている。オンブ

ズマン制度は、厳格な証拠調べ手続きに基づき事実認定をする裁判とは

異なり、任意の聴き取りの結果に基づくものであるから、当事者の言い

分に食い違いがある場合にはどちらの言い分が正しいか判断することは

できない。  

②について、市民病院の説明によれば、市民病院において療養型病院への

転院を誘導する主旨の説明をしたことはないとのことで、この点につい

ても双方の主張に食い違いがあり、オンブズマンにおいてどちらの主張

が正しいか判断することはできない。  

市民病院において、通常、在宅療養に移行する場合は経鼻胃管から胃

瘻に切り替えるところ、患者の状態から胃瘻造設は適応外と判断したと

のことだった。そして、在宅での経鼻経管栄養の管理では、２４時間対

応できる入院中と違い、患者が管を抜いてしまうリスクがより高まるこ

と、抜去した場合在宅医が訪問しなければ再挿入できないこと、挿入後

管が正しい位置に入っているか確認するためのレントゲン検査が行えな

いこと、管の挿入位置がずれ栄養剤を注入すると誤嚥による肺炎のリス

クが高まること等から、在宅で安全に行うことが難しいと判断している

とのことであり、市民病院において、患者の病状について虚偽の説明を

して、療養型病院への転院を強引に勧奨したものとは認められない。  

③について、１１月７日に苦情申立人から退院の希望があり、翌８日に患

者総合支援センターの担当者が苦情申立人と面談を行っていること、苦

情申立人においてかかりつけ医に相談してみることになったこと、１１

月１７日にかかりつけ医から紹介を受けた医院に市民病院が連絡をした

が、結果受け入れられなかったこと（同月１８日）、同月２４日に苦情

申立人と在宅療養支援診療所・病院を中心に受入れの相談をしていくこ
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ととなり、同月２５日にＡ病院、１２月１日にＢ病院、１２月７日、Ｃ

病院及びＤ診療所、Ｅクリニックに相談をしていることが認められた。

１２月８日にＥクリニックにおいて受入れ可能となったが、この間、お

おむね１か月の期間であり、この間に市民病院が行ったことからすれば、

在宅医を紹介することについて市民病院側に非協力的な態度がみられた

とはいえないと判断した。  

苦情申立人において、父親の在宅医療を強く希望し、在宅医療を受け

入れてくれる診療機関がなかなか見つからなかったことで不安に感じる

気持ちがあったこと、その原因は病院側が協力をしてくれないからだと

思ってしまう心情も理解できるが、それをもって市民病院側に非協力的

な態度があったと認めることはできない。  

④最後に、苦情申立人は、退院後の在宅医療を行ってくれる医療機関を速

やかに紹介してもらえるように改善してもらいたいと主張している。こ

の点、藤沢市役所ホームページに『在宅医療に関する医療資源情報』と

して、掲載を了承した医療機関の一覧が閲覧できるようになっていると

のことで、また、市民病院においては、医療機関に関する情報のアップ

デートをはかり、患者に寄り添った対応ができるよう努めていくとのこ

となので、オンブズマンとして今回改めて指摘をする必要はないと考え

る。  

******************************************************************  

（事例～２０）児童クラブの利用に関する青少年課等の対応に係る件  

（対象機関：子ども青少年部青少年課・子ども家庭課）  

＜苦情の概要＞  

子供を児童クラブへ登所させ、保護者の自分も同時に出勤したところ、

近所の方から、「子供がクラブのスタッフに『利用がない。』と言われ中

に入れてもらえず、どこかへ歩いて行った。」との連絡があった。青少年

課の職員にどういうことか問い合わせたところ、「クラブに確認する。」

と言うので一度お願いしたが、近所の方からまた入電があり、子供と連絡

がついたので再び登所させた。  



 

 - 34 - 

退社後、児童クラブへ迎えに行くと、運営会社の法人社長と青少年課職

員から、今日の私の行動は「児童虐待（ネグレクト）」にあたり、また児

童クラブに行かせたら児童相談所に通報すると書かれた手紙を渡された。

内容について尋ねたところ、法人社長は「青少年課の職員が子ども家庭課

に確認したもの。」と言う。児童クラブに預けて出勤することがなぜネグ

レクトなのか。どんな理由であれ子供を追い出すこと自体問題である。  

＜処理結果＞  

（１）オンブズマンの所管する事項は、市の機関の業務や市の職員の行為

とされるところ（藤沢市オンブズマン条例第２条）、児童クラブを経営

する株式会社（以下「本件法人」という。）は民間事業者であることか

ら、市の担当課が関与した限りで調査・判断することとなる。  

（２）子供が児童クラブを追い返されたとする点につき、児童クラブに通

所させる保護者は、入所料を３か月分滞納し「最終督促状」を受領して

も期限までに納付しない場合には退所となる旨了承しているものといえ

る。苦情申立人の子供に関しては、入所料の未払いで「最終督促状」が

発行されていた。苦情申立人は本件法人から慰謝料を受け取れるかのよ

うに主張していたが、支払いを拒否する正当な理由とはいえない。また、

期限の延長や分割払いの相談に応じる旨を伝えたにも関わらず相談がな

かったことから、最終的に青少年課は、本件法人からの問い合わせに対

して、退所もやむを得ないと回答したものであり、青少年課の対応は妥

当であったと判断した。  

また、当時の経過からすると、本件法人から青少年課に対しては、最

終的に子供が一人になってしまうようであれば保護するしかないとの話

が伝えられていたのであり、子供が児童クラブに登所したものの預から

れずに一人で帰ることは青少年課の予想の範囲外であったといえ、青少

年課は、苦情申立人からの連絡の後、本件法人に今日は預かれるかの調

整の連絡をしたことも併せて考えると、当日の青少年課の対応に問題が

あったとはいえないと判断した。  

（３）「児童虐待（ネグレクト）」と書かれた手紙の作成は本件法人で、

事前に青少年課や子ども家庭課の承認を得たものではなかった。青少年
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課の対応は、①法人から児童虐待（ネグレクト）の可能性と対応につい

て相談を受けたところ、専門課である子ども家庭課へ相談し、②その結

果を踏まえて本件法人にネグレクト案件となってしまう恐れのあること、

このまま利用されると警察に通報しなければならず、その場合、警察か

ら児童相談所に連絡され、保護者には児童相談所から連絡が入ることに

なるとの回答をした、③本件法人と苦情申立人との話合いに立ち会った

というものだった。  

また、青少年課から相談を受けた子ども家庭課の対応は、長時間一人

で野外に放置されることになれば育児放棄（ネグレクト）に該当する可

能性も出てくること、子供の安全確保の観点から、警察に通報し保護し

てもらう方法があること、その場合、警察から児童相談所に送り届けら

れ、児童相談所から保護者に連絡が入ることも考えられることを回答し

た、というものだった。  

この点、市をはじめ地方公共団体が担う予防と早期発見の責務からす

ると、最終的に児童虐待と判断されるかどうかは別として、児童虐待の

可能性がある場合には可能性があるものと認識して対応することが求め

られる。  

結果として苦情申立人は急遽仕事を休んで子供を探しに行こうとした

ので、子供が長時間戸外に一人になることを容認していたとは言えない。

しかし、苦情申立人が内心どのような考えであったのか、少なくとも問

題が発生した時点では本件法人や青少年課に伝わっていなかった以上、

子供が長時間戸外で一人になることを容認しているのではないかとも考

えられるのであって、本件法人から相談を受けた青少年課の対応、青少

年課から相談を受けた子ども家庭課の対応は、いずれも不当なものでは

ないと判断した。  

ただし、児童虐待の可能性がある場合、その旨認識して対応すべきで

あるとしても、その旨保護者に伝えるにあたっては慎重な配慮が必要で

ある。  

******************************************************************  
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（事例～２１）秘書課の職員の対応に係る件  

（対象機関：企画政策部秘書課）  

＜苦情の概要＞  

秘書課職員は、自身が市民に対し自ら実行すると言った事案について、

全く取り組まず市民を欺いている。更に、再三の指摘や督促にも応じる事

無く、市民に精神的苦痛を与え続けている。また、その職務怠慢により、

そもそも当該職員が実行し対応すべき事案が全く進展せず、市民として平

穏な生活が侵され迷惑を被り続けている。当該職員の市民への対応や苦情

申立ての原因となった経緯の説明と速やかな対応を求める。  

＜処理結果＞  

秘書課の説明によれば、個々の事象への苦情と対応に関する協議につい

ては担当している課が行うことであり、苦情申立人の要望は即時に担当課

へ伝えたとのことであった。  

地方公共団体においては、行政事務を適切かつ能率的に遂行するため規

則を設けて行政事務を担当課等に分掌しており、市においても藤沢市行政

組織規則を設けて事務分掌を定めている。担当者は、苦情申立人からの各

要望を担当課に伝えており、担当者の対応が不当であったとは認められな

いと判断した。  

そのほか、苦情申立人は苦情申立書において、「担当者の市民への対応

について説明を求める。」、「苦情申立ての原因となった経緯の説明を求

める。」と申し立てられているところ、オンブズマン制度は市の職員の行

為についての苦情を調査判断する機関であり、担当者の市民への対応の説

明や苦情申立ての原因となった経緯の説明を調査する機関ではないため、

この点については調査しないこととした。  

******************************************************************  

（事例～２２）秘書課の職員の対応に係る件  

（対象機関：企画政策部秘書課）  

＜苦情の概要＞  

秘書課職員に対しては、再三、市長宛て陳情や同課職員を通じて、市の

施設とその市所管部である高齢者支援課による、市民に対する迷惑行為に
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ついて苦情申立て及び改善策の提言を行って来たが、何ら対応をせずに放

置された。①秘書課職員の言動について書面での説明、②今日迄の経緯に

ついて説明、③具体的な再発防止策の提示を書面で求める。  

＜処理結果＞  

秘書課（以下、「担当課」という。）の説明によれば、個々の事象への

苦情と対応に関する協議については担当している課が行うことであり、苦

情申立人から高齢者施設の騒音に関する相談があったため、担当課の職員

においては「自分は何らジャッジすることはできない」と断り苦情申立人

も「わかりました。」ということだったので、現場の確認をし、相談の内

容及び現場を確認したことを高齢者支援課に伝えたとのことだった。  

地方公共団体においては、行政事務を適切かつ能率的に遂行するため規

則を設けて行政事務を担当課等に分掌しており、市においても藤沢市行政

組織規則を設けて事務分掌を定めている。担当者は、苦情申立人からの要

望を高齢者支援課に伝えており、担当者の対応が不当であったとは認めら

れないと判断した。  

そのほか、苦情申立人は苦情申立書において、「秘書課職員の言動につ

い て 書 面 で の 説 明 を 求 め る 。 」 、 「 今 日 迄 の 経 緯 に つ い て 説 明 を 求 め

る。」、「具体的な再発防止策の提示を書面で求める。」と申し立ててい

るが、オンブズマン制度は市の職員の行為についての苦情を調査判断する

機関であり、担当者の市民への対応の説明や苦情申立ての原因となった経

緯の説明を調査する機関ではなく、また、再発防止策を調査判断する機関

でもないことから、これらの点については調査しないこととした。  

******************************************************************  

（事例～２３）高齢者支援課の対応に係る件  

（対象機関：福祉部高齢者支援課）  

＜苦情の概要＞  

高齢者支援課は同課が示した書面にある対応をせず状況も改善されない

ところ、市長は市長陳情や秘書課職員から報告を受けていながら状況を放

置し容認しており、市長以下市職員によるこれらの言動により、市民とし



 

 - 38 - 

て不快感を覚え、また、そもそもの問題が解決せずに日常生活で迷惑を

被っている。  

＜処理結果＞  

①  高齢者支援課（以下、「担当課」という。）の説明によれば、書面に

記載した「渡り廊下の水漏れ修繕」は既に完了しているとのことである

一方、苦情申立人は担当課が同書面にある対応策を講じず放置したまま

である（苦情申立人によれば苦情申立日現在も水漏れが続いている）と

の主張である。オンブズマン制度は、厳格な証拠調べ手続きに基づき事

実認定をする裁判とは異なり、任意の聴き取りの結果に基づくものであ

り、このように苦情申立人の苦情の内容と担当課の説明が異なっている

場合にはどちらの言い分が正しいか判断することはできないことから、

本件においてこれ以上判断することはできない。  

②  また、苦情申立人から騒音についての相談があり、騒音測定調査を

行った結果、騒音の規制基準値を下回っていたため、その結果を書面に

て通知したとのことであり、騒音測定調査の結果、騒音の規制基準値を

下回っていたことからすれば、担当課の対応が騒音測定調査にとどまっ

ているとしても、不当とはいえないと判断した。  

③  また、苦情申立人は市長がこれらの状況を放置し容認していると苦情

申立てをしているところ、市の対応において不当があったとはいえない

と判断した。  

さらに、苦情申立人は市長の対応の理由についての説明を求めている

ところ、オンブズマン制度は市の機関の業務の執行に関する事項及び当

該業務に関する職員の行為についての苦情を調査判断する機関であり、

対応の理由の説明を調査する機関ではないことから、この点については

調査しないこととした。  

******************************************************************  

（事例～２４）情報開示に係る件  

（対象機関：市民自治部市民相談情報課）  

＜苦情の概要＞  



 

 - 39 - 

令和６年２月５日、情報開示をして建築指導課と教育委員会のものをコ

ピー代を支払った。その際コピーだけだったので、藤沢市（発行）と分か

る旨を申し出た。そこで藤沢市との判を入れてもらった。  

そこで建築指導課ｘ枚、教育委員会ｙ枚と分かるものがなかった（レ

シートのみ）ので、それが分かるよう記入して欲しいと言うと、「制度的

にできない」と言われ、おねがいの形で、あとでまざるおそれもあるし、

明確にしとく必要があることを伝え、あて名のないもの（ただのコピー）

もあるので、そうした方がまたそうするべきと伝えた。すると「できない

ものはできない」とガシャンと電話を切られた。  

＜処理結果＞  

①  要綱・要領等にレシートの出し方について指定がない以上、課ごとの

枚数をレシートに掲載しなくても不当とはいえない。  

②  市民の方からのご質問・ご要望に対して、必要な程度で回答・説明を

行った場合、通話を終了してよいと考える。  

本件の場合、上記のとおり、レシートに課ごとの枚数を掲載しなく

ても不当ではなく、特に付加すべき説明もないので、苦情申立人から

のご質問・ご要望に対し、課としてそのような対応はしていないとい

う程度の回答・説明で足りる。  

その点の回答・説明はなされたということなので、不足する点はな

かったといえる。  

③  以上により、①、②について、市民相談情報課の対応は不当ではない

と判断した。  

******************************************************************  

 

 

（３）調査を中止・打ち切ったもの  

該当事例なし  

 

 

******************************************************************  
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（４）調査をしないこととしたもの  

（事例～２５）樹木の伐採等に係る件  

（所管：道路河川部道路管理課）  

＜苦情の概要＞  

狭い道で樹木の剪定がされていないため車に傷がつく。  

大量の落葉や虫などが敷地に入り込んでくるので、伐採するか剪定を定

期的にしてほしい。  

＜処理結果＞  

本件については、苦情申立てが取り下げられたことから、オンブズマン

は調査を行わないこととした（藤沢市オンブズマン条例第１２条第１項第

５号）。  

******************************************************************  

（事例～２６）保育課の情報管理に係る件  

（所管：子ども青少年部保育課）  

＜苦情の概要＞  

現在育休中で、令和５年７月入園に向けて市の保活コンシェルジュに相

談をした。雇用主により提出書類が異なるので問い合わせるよう言われ会

社に聞いたところ、会社も初めてのケースなので市に問い合わせることと

なった。後日、会社からは「育休延長の体でこの方は話を進めている」と

事実と異なる話を聞かされた。  

＜処理結果＞  

本件については、苦情申立てが取り下げられたことから、オンブズマン

は調査を行わないこととした（藤沢市オンブズマン条例第１２条第１項第

５号）。  

******************************************************************  

（事例～２７）善行駅東口自転車等駐車場の管理に係る件  

（所管：道路河川部道路河川総務課）  

＜苦情の概要＞  
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善行駅東口自転車等駐輪場の原付バイク駐輪枠に自転車が止められてい

て、本来の原付バイクを止めることができないことがほぼ連日である。早

期の改善を求める。  

＜処理結果＞  

本件については、苦情申立てが取り下げられたことから、オンブズマン

は調査を行わないこととした（藤沢市オンブズマン条例第１２条第１項第

５号）。  

******************************************************************  

（事例～２８）犬猫病院前の道路状況に係る件  

（所管：その他）  

＜苦情の概要＞  

犬猫病院の前の道路が待合室状態になっていることがよくあり、通れな

かったり、怖い思いをしたことがあり、待合室で犬や猫とその飼い主を待

機させるようにしてもらうか、待ち時間が無くなるようにする方法を考え

てもらいたい。  

＜処理結果＞  

本件苦情の内容は、動物病院の診察を待つ人が動物病院前の道路で診察

の順番待ちをしていることにより通行に支障が生じているということであ

り、「市の機関の業務の執行に関する事項及び当該業務に関する職員の行

為」（藤沢市オンブズマン条例第２条本文）にあたらないことから、本件

は調査を行わないこととした。  

なお、次の２点について申し添えた。すなわち、動物病院が道路に待合

所を設置し、道路を不法占用しているような場合には道路法第３２条に違

反するものとして行政処分の対象になる場合もある。また、滞留の態様に

よっては道路交通法第７６条第４項第２号ないし第７号に違反する場合も

考えられる。  

******************************************************************  

（事例～２９）ペットボトル未回収に係る件  

（所管：環境部環境事業センター）  

＜苦情の概要＞  



 

 - 42 - 

回収日に出したペットボトルが１７時を過ぎても回収されていない。  

＜処理結果＞  

本件については、苦情申立てが取り下げられたことから、オンブズマン

は調査を行わないこととした（藤沢市オンブズマン条例第１２条第１項第

５号）。  

******************************************************************  

（事例～３０）高齢者支援課の対応に係る件  

（所管：福祉部高齢者支援課）  

＜苦情の概要＞  

①  高齢者支援課の室長以下、課長並びに担当職員の処分と、市長、副市

長及び同課からの面前及び書面での謝罪を求める。  

②  書面での経緯の説明を求める。  

③  書面での具体的再発防止策の提示を求める。  

＜処理結果＞  

①の点につき、オンブズマンにおいて市の職員の処分をすることはできず、

また謝罪は個人の良心に関わる事柄でありオンブズマンにおいて謝罪を

求めることはできない。  

②の点につき、オンブズマンの職務は苦情申立人自身の利害に関する苦情

申立ての内容を調査するものであり、市政（市長宛て陳情の回答も含む）

の経緯の説明は担当課に対して求めることとなる。  

③の点につき、オンブズマンの職務は苦情申立人自身の利害に関する苦情

申立ての内容を調査するものであり、政策決定に関する苦情申立てにつ

いて判断することは相当ではない。  

以上のことから、本件の苦情申立ての趣旨はいずれもオンブズマンの職

務外の事項にあたるものであり、オンブズマンは本件苦情について調査を

行わないこととした（藤沢市オンブズマン条例第１２条第１項第５号）。  

******************************************************************  
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（事例～３１）二番構公園メンテナンスに対する公費の支出に係る件  

（所管：都市整備部公園課）  

＜苦情の概要＞  

二番構公園メンテナンスのうち、滝仕様の水中ポンプの修理に関し、故

障個所の点検のみを多額の費用で業者に発注しているのは公費の乱用と判

断する。①この業務が本当に必要だったのか、②業者選定が適切だったの

か、③契約金額が適正なのかについて判断してほしい。  

＜処理結果＞  

藤沢市オンブズマン条例上、苦情申立人は申立て内容につき自身の利害

を有することが必要要件となっていることから、オンブズマンは本件苦情

について調査を行わないこととした（藤沢市オンブズマン条例第１２条第

１項第２号）。  

******************************************************************  

（事例～３２）片瀬江ノ島の歩道でのスケートボード利用に係る件  

（所管：その他）  

＜苦情の概要＞  

片瀬江ノ島駅から江ノ島への歩道に行くと、スケートボードは禁止とい

う立て看板の前でスケートボードで遊んでいる人がいる。取締りをお願い

したい。  

＜処理結果＞  

本件については、苦情申立てが取り下げられたことから、オンブズマン

は調査を行わないこととした（藤沢市オンブズマン条例第１２条第１項第

５号）。  

******************************************************************  

（事例～３３）騒音・悪臭に対する環境保全課の対応に係る件  

（所管：環境部環境保全課）  

＜苦情の概要＞  

環境保全課が、Ａ工場周辺の臭気測定をしない。  

＜処理結果＞  

 苦情申立人は、苦情申立ての原因となった事実のあった日を令和５年１
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２月１５日として苦情を申し立てているところ、苦情申立ての原因となっ

た事実のあった年月日を令和５年１１月２８日として申し立てた苦情と同

じ内容であることから、本件は、藤沢市オンブズマン条例第１２条第１項

第５号の定めにより、調査を行わないこととした。  

******************************************************************  

（事例～３４）教育委員会に提供した資料の目的明示に係る件  

（所管：教育委員会教育部教育総務課）  

＜苦情の概要＞  

教育委員会より資料の貸与を依頼された件につき、個人情報保護に従っ

た対処をしているか疑問があるので精査を依頼する。  

＜処理結果＞  

教育総務課に調査を行ったところ、苦情申立人より資料の貸与を受けた

時期は令和４年２月より前ということが分かった。  

藤沢市オンブズマン条例第１２条第１項第３号により、原因となる事実

から１年が経過しているときはオンブズマンは調査を行うことができない。  

本件では、苦情の原因となった資料の貸与から１年以上が経過している

ことが分かったので、これ以上の調査は行わないこととした。  

******************************************************************  

（事例～３５）教育委員会他の対応に係る件  

（所管：教育委員会教育部教育総務課・教育指導課）  

＜苦情の概要＞  

平成１１年４月～令和６年１月まで、教育委員会を中心として他部署か

らも差別を受け、あらぬデマなどで市民サービスで差別を受け続けている。  

＜処理結果＞  

藤沢市オンブズマン条例第２条は、オンブズマンの所管事項について、

「市の機関の業務の執行に関する事項及び当該業務に関する職員の行為」

と定めている。市の機関あるいは職員の「行為」とは、行政処分のみなら

ず、行政指導、不作為、事実行為等全ての行為が含まれるが、具体的行為

でなければ調査の対象とすることはできない。  

本件苦情については、総括的・抽象的であって、時期、対象部署（もし
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くは対象者）、行為のいずれも具体的ではないことから、藤沢市オンブズ

マン条例第２条により、調査の対象とすることができない。  

****************************************************************** 

（事例～３６）一般廃棄物処理収集車の迷惑行為等に係る件  

（所管：環境部環境総務課）  

＜苦情の概要＞  

藤沢市から許可を得ている一般廃棄物処理収集車の迷惑行為及び危険運

転の行為について  

＜処理結果＞  

本件については、苦情申立てが取り下げられたことから、オンブズマン

としては調査を行わないこととした（藤沢市オンブズマン条例第１２条第

１項第５号）。  

******************************************************************  

（事例～３７）騒音・悪臭に対する環境保全課の対応に係る件  

（所管：環境部環境保全課）  

＜苦情の概要＞  

環境保全課の職員が言っていることが分からないので質問をしているが

無視されている。質問を無視してすでに回答しているといっている。議論

すらしようとしないのは職務怠慢、職務放棄以外のなにものでもない。環

境保全課に対し職務を遂行するよう求める。  

＜処理結果＞  

苦情申立人の問合せについては、環境保全課（以下、「担当課」とい

う。）において既に最終的な回答をしているということだった。担当課か

ら最終的な回答がなされている場合には、同じ内容の問合せをしても別の

回答がなされることはなく、また、最終的な回答について担当課にさらな

る説明を求めることは同じことの繰り返しとなることから、これらに対す

る不服を苦情として扱うことは相当でないと考え、藤沢市オンブズマン条

例第１２条第１項第５号「調査することが相当でないと認められるとき。」

に該当し、これ以上の調査は行わないこととした。  

******************************************************************  
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（事例～３８）オンブズマンへの再調査要求に係る件  

（所管：オンブズマン事務局）  

＜苦情の概要＞  

市役所等の通信環境に係る件（事例～８）につき、オンブズマンによる

再調査と問題の解決を要求する。  

＜処理結果＞  

苦情申立人は、オンブズマンの苦情調査結果通知書につき再調査及び苦

情を申し立てているところ、藤沢市オンブズマン条例第１２条第１項第１

号、同第２条第５号により、オンブズマンの行為に関する事項については

オンブズマンの所管外事項となり、オンブズマンは調査をすることができ

ない。  

******************************************************************  

（事例～３９）市道の維持管理等に係る件  

（所管：道路河川部道路管理課・道路維持課（北部補修担当））  

＜苦情の概要＞  

①  道路維持課の道路法に基づく指導の維持管理行為について、道路法を

逸脱した過剰な市民サービスについて審査願います。  

②  私の私有地と接している道路の境界確認（申請者は他の地主）につき、

詳細な資料の提示や説明もなく、承諾印の押印を強要されている。  

＜処理結果＞  

藤沢市オンブズマン条例第１２条第１項第２号は、苦情の原因となった

事実について苦情申立人自身の利害を有しないときは、オンブズマンは当

該苦情を調査しないと定めている。  

本件①は、税金で賄われている職員の作業中に、私有地の地ならしを行

うことは過剰サービスで不適当だというものだが、一市民としての苦言を

超えて、苦情申立人自身の利害を有するものとは言えない。  

また、②は、①による市への不信感があり境界確認の承諾印をせかされ

ているというものだが、客観的判断になじまない事柄であり、苦情申立人

自身、境界確認の承諾の重要性や慎重に行うべきといった見識を有してい

て、そのとおり慎重に検討し納得の行く判断をすることで足りるといえる。  
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以上のとおり、①②いずれもオンブズマン調査の対象とならないので、

藤沢市オンブズマン条例第１２条第１項第２号に従い、本件は調査を行わ

ないこととした。  

******************************************************************  

 

 

（５）処理中のもの  

（事例～４０）北部補修担当の対応に係る件  

（所管：道路河川部道路維持課（北部補修担当））  

＜苦情の概要＞  

北部補修担当の対応に係る苦情  

＜処理結果＞  

処理中  

******************************************************************  

（事例～４１）公園施設情報に係る件  

（所管：都市整備部公園課）  

＜苦情の概要＞  

公園施設情報に係る苦情  

＜処理結果＞  

処理中  

******************************************************************  
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（※個人情報への配慮等から略記されている箇所があります。）  

（ １ ） 苦 情 申 立 て の 趣 旨 に 沿 っ た も の  

 

（事例～１）対象機関：市民病院事務局医事課  

＜苦情申立ての趣旨＞  

市民病院の対応に係る件  

＜調査の結果＞  

本件苦情につき、オンブズマンは、担当課である藤沢市民病院（以下

「市民病院」といいます。）事務局医事課等より事情を聴取する等の調査

を行いました。その結果は以下のとおりです。  

１．苦情申立人の主張  

（１）苦情申立ての理由  

苦情申立人は、市民病院に入院。同日処置により体内軟骨の脱臼とな

る（国内４例目、当日担当したのはＡ医師）。  

上記脱臼により、生活困難あり。  

今まで一つの科のみの受診だったが、合計３科も受診することとなり、

受診にかかる費用、交通費等かかっている。  

退院後体調に異変を感じ、市民病院の救急を受診したところ、重い診

断を受けた。今後、少しのことでも重篤に至る可能性があるのではない

かと心配している。  

（２）苦情申立ての趣旨  

①  入院日処置時、局所麻酔であったため、医師や医療スタッフの会話

が聞こえた。Ｂ医師が、２回目の管挿入を行っていたＡ医師に「上手」

と言うのが３回ほど聞こえた。Ａ医師は、１回目の管の挿入に造影剤

を使わなかったために失敗しており、患者の立場から「上手」とは思

えないにも関わらず、このような発言が聞こえたのは不快であった。  

全 文  
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②  同日処置では管の挿入ができず、翌日再度行わざるを得なくなったが、

Ａ医師は何の説明もなく処置室から退室して行った。その後私がこのよ

うな状況になったにもかかわらず、今日に至るまで、Ａ医師から、説明

も謝罪もないのはおかしい。  

③  同年５月２５日、医事課Ｃ課長との面談（２回目）において、Ａ医師

の在籍状況について尋ねたところ、「異動になった」とのことであった

が、その後、苦情申立人が同医師は在籍しているのではと確認したとこ

ろ、後日の電話で「勘違いだった」との説明があった。重要な事項につ

いての説明として不適切である。  

④  カルテ開示希望について、５月２２日の面談時、同月２５日の面談時

ともに伝えてあったのに、いずれの面談でも手続きが取られず、手続き

の説明もなかった。結局手続きが取られたのは開示当日である６月５日

になってからであり、その時も、１枚いくらになるとか、全部で何枚に

なるとか（実際は５７２枚で７，６４０円）カードはだめで現金のみの

支払いであるという説明が事前になされず、開示請求書にサインしてか

ら伝えられた。  

また、６月１３日付けで、市民病院から金額と受領を請求する文書が

送られてきた。カルテの写しは６月５日当日に受け取っているし支払い

も済ませているのに、再度カルテを取りに行き支払いをしなければなら

ないのか、趣旨が不明である。  

⑤  ６月５日の面談記録を見せてもらったところ、面談時に苦情申立人が

「これはＡ医師の手技ミスということですよね？」と聞き、Ｄ医師が

「そうです。」と回答したやりとりが抜けている。このような重要なや

りとりを抜かして面談記録を作成するのは不適切である。  

⑥  私の件は国内で４例目とのことですが、院長先生はどのように考えて

いらっしゃるのか見解を伺いたい。  

 

２．市民病院事務局医事課等の説明  

オンブズマンは、書面回答、資料収受及びＤ副院長、Ｅ部長医師、Ｂ医

師、Ａ医師、医事課Ｃ課長及び医事課職員からの聴き取りを行いました。  
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なお、聴き取り・書面回答に表現された苦情申立人への敬称・敬語は省

略させていただきます。  

（１）市民病院の説明  

苦情申立人の症状に対して本件処置を行った。  

本件処置は一般的に行われる処置であり、治療として必要な手技で

あったが、合併症として、体内軟骨脱臼が併発した。  

（２）事実経緯  

通常、Ｅ部長医師、Ｆ医師、Ｂ医師及びＡ医師のチーム体制としてい

るが、当日は、Ｅ部長医師及びＦ医師が学会に出席するため不在であっ

た。不在にするにあたり、残っていたＡ医師に対して「上級医と一緒に

やるように」と指示していた。  

Ａ医師は、同日、本件処置に先立ち、書面に基づいて苦情申立人に説

明を行い、苦情申立人本人が同意書にサインした。  

１回目は内視鏡を使用して管留置を試したが、内視鏡は胃内より先に

進めることができず、その際には管を使用する段階に至らなかったため、

造影剤は使用しなかった。  

内視鏡を用いた挿入で管留置ができなかったため、経鼻内視鏡を用い

ずに管を挿入する方針とした。管先端が小腸に進み、ようやく造影剤を

使用する段階となったため使用した。造影剤を使用するタイミングは適

切であった。  

管挿入時の苦痛に関する声かけは通常行っているが、どれほどの声か

けが必要かについては個人差があるので、処置を行っている医師や処置

に付いている看護師と連携し、その場にいる全員で意識して行っている。  

終了時、Ａ医師は、通常、管を入れた人に行っているのと同じように、

「予定どおり管が入りました。」、「明日レントゲンを撮って必要な位

置に調整を行います。」と苦情申立人に説明した。  

Ａ医師が説明を行ったことは、Ｂ医師も聞いており、Ｂ医師からも

「明日、レントゲンを撮って位置調整します。」と説明した。  

翌日、Ｂ医師が、先進していた管の調整措置を行った。  

（３）本件処置に関する見解  
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処置当日の時点で、最終的に管は問題ない位置に留置できたため、通

常どおり、翌日以降に腸管蠕動でどれほど先端が進むかレントゲンで確

認する予定としていた。  

管留置後は連日レントゲン写真を撮り、管先端位置を確認し、必要で

あれば位置の調整を行うことは、通常行っていることである。  

管というのは腸の中の圧を抜くための道具で、何メートル入ったかは

問題ではない。９０ｃｍでも効果があれば問題ない。今回は１．５ｍだ

が、減圧の目的は達成している。  

常日頃からＥ部長医師は、Ａ医師やＢ医師等に対して、「すべての手

技で３０分から１時間で終えるように」と指導しているところ、本件処

置では１時間を超えていた。Ｂ医師も応援に入ったが、内視鏡操作に時

間を要した。  

時間がかかりすぎると患者に負担がかかるので、後日、Ｅ部長医師か

らＡ医師及びＢ医師に対し、「もう少し速くすべきだ」、「時間を要す

るのであれば、さらに上のスタッフを呼ぶべきであった」と厳重注意が

された。  

（４）苦情申立ての趣旨について  

①  苦情申立ての趣旨①について  

Ｂ医師としては、Ａ医師が胃の出口で調整していて入りそうになっ

たところで、「その調子、その調子」と励ます趣旨で、「上手、上手」

と言ってしまったが、不適切であった。  

②  苦情申立ての趣旨②について  

本件のように、患者から事後的に説明を求められた場合、当事者

（担当医）から直接話をすると、冷静な説明と配慮ができないことが

多いため、上司である医師が出て話をすることを市民病院の基本的な

姿勢としている。  

本件では、Ｅ部長医師が事前にＢ医師及びＡ医師からヒアリングを

した上で、苦情申立人との面談に臨んだ。  

苦情申立人との面談では、Ｅ部長医師及びＤ副院長から説明し、Ｄ

副院長から体内軟骨脱臼の併発という結果の発生について謝罪した。  
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Ａ医師としては、謝罪をする気持ちはあるが、病院の基本的な姿勢

もあり、自分の気持ちで勝手に動くわけにはいかないと判断した。  

③  苦情申立ての趣旨③について  

Ｂ医師やＡ医師のような若い医師は大学から派遣されることもあり、

人事異動が多い。市民病院では毎年医師の２分の１から３分の１が異

動するため、Ａ医師も異動したものと勘違いし、異動したと回答して

しまった。  

職員担当に確認を取らず、思い込みで発言したことについては、軽

率であった。  

後から確認し、苦情申立人には説明して謝罪した。  

④  苦情申立ての趣旨④について  

苦情申立人とは、５月１９日（金）に医事課職員が初めて話を聞き

（面談）、同月２２日に電話で話した。  

同月２５日は、医事課課長及び医事課職員が面談した。  

同月３０日、日程調整のため電話連絡した時初めて、苦情申立人が

カルテ開示を希望していることを医事課として把握した。なお、１９

日、２５日の面談については面談記録を残しているが、いずれにもカ

ルテ開示に関する記載はない。  

通常であれば医事課のカルテ開示担当につないで手続きを含め回答

することになるが、今回はこれまで苦情申立人から経緯を聞いている

ことから、６月５日の面談に間に合うよう早急に事務手続きを進めた。  

そのため、通常とは異なるカルテ開示手続きとなり、苦情申立人へ

の事務手続きの説明が不十分であった。  

６月１３日付けの文書で「診療記録の開示に関する回答書」と「通

知文」を送付し、既に交付済みである旨を記載したが、苦情申立人へ

の説明において配慮が欠けていた。  

⑤  苦情申立ての趣旨⑤について  

Ｄ副院長、Ｅ部長医師及び医事課課長としては、そのようなやりと

りをした記憶がない。  
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たとえそのような質問があったとしても、「そうです」と答えるこ

とはなかった。なぜなら、体内軟骨脱臼の原因について、全身麻酔の

際の合併症の可能性もあり、管挿入が原因だと確定していなかったか

らである。  

ただし、苦情申立人において、体内軟骨脱臼が併発したという事実

はあり、そのことについて謝罪した。  

⑥  苦情申立ての趣旨⑥（本件についての院長の見解）について  

院長の見解は以下のとおりである。  

院長は、本件について苦情申立人との面談の前に報告を受けました。

苦情申立人の病状において、管留置は治療として必要な手技ですが、

この留置に伴う合併症として、体内軟骨脱臼を併発したこと（当院の

認識としては国内４例目）は、院長として、とても残念に思います。  

また、本件処置に関わる医師やカルテ開示等の事務手続きに関する

医事課職員の対応については、苦情申立人である患者様に寄り添った

対応についての意識が希薄であったことが懸念されます。  

患者様に寄り添った医療を提供できるように最善を尽くしたいと考

えています。  

院長として、患者様が１日でも早く回復されますことを願っており

ます。  

 

３．オンブズマンの判断  

本件処置について、当日の診療記録には下記の記載があります。  

記  

実施医師：Ａ医師、Ｂ医師  

１８：１５管挿入目的で車椅子入室、検査台へ移動  

１８：２３内視鏡挿入開始  

１８：４５ファイバー操作、Ｂ医師に交代  

１８：５０ファイバー操作、Ａ医師に交代  

１９：０５ファイバー抜去、ファイバー使用せず管挿入へ  

１９：３５管にマーキング行い、１５０ｃｍで固定  

以上  

本件処置翌日の診療記録には、Ｂ医師により、透視下での管の調整が行

われたこと、Ｂ医師による処置に先立ち、苦情申立人が「昨日できなかっ
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たくだをすすめるんですよね。今日は大丈夫ですか。」と発言したことが

記載されています。  

同年５月、市民病院他科が、苦情申立人の体内軟骨脱臼は管挿入による

影響の可能性が高いとしたため、インシデント報告に至りました。  

また、本件処置について、「通常３０分から１時間で処置を終了すべき

であるところ、時間がかかりすぎた。上位の医師の応援を頼むべきであっ

た。」として、Ｅ部長医師よりＡ医師及びＢ医師に厳重注意がなされまし

た。  

経過は以上のとおりですが、オンブズマン調査においては、本件処置が

医療的に適切であったのか、体内軟骨脱臼と管挿入との因果関係はあるの

か、という医療分野における判断はできませんので、医療過誤については

いずれとも言えない前提で以下の検討を行います。  

（１）苦情申立ての趣旨①Ｂ医師の「上手、上手」という声かけの当否に

ついて  

本件処置の途中、Ｂ医師からＡ医師に対して、「上手、上手」と声掛

けがあったことは、Ｂ医師も認めるところです。  

Ｂ医師としては、「その調子、その調子」と励ますつもりでかけたと

のことであり、実際、Ａ医師による処置が上手くいくよう意図してかけ

られたものと思われます。  

しかし、処置を担当する医師に、他の医師から「上手、上手」と声掛

けがあると、そもそも担当医師には技量がないのではないか、処置が上

手くいっていないのではないかと患者の不安を煽ることになります。  

従って、かかる声掛けは不適切であったと言わざるを得ません。  

（２）苦情申立ての趣旨②Ａ医師が本件処置後何も言わずに立ち去り、そ

の後、説明も謝罪もしていないことについて  

ア  Ａ医師が本件処置後に何も言わずに立ち去ったとする点について  

苦情申立人は、Ｂ医師からは翌日も処置が行われる旨説明があった

ものの、Ａ医師は何も言わずに立ち去ったとご主張です。  
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一方、Ａ医師は、通常どおり苦情申立人にも「予定どおり管は留置

できたこと」を説明したと主張しており、 Ｂ医師もＡ医師は説明を

行った、併せて自分も翌日の処置の説明をしたと主張しています。  

このように、双方の事実認識は相反し、これを明らかにする資料が

ありません。  

そのため、Ａ医師が説明を行ったか行わなかったかは、いずれとも

認定できませんが、翌９日に苦情申立人が「昨日できなかったくだを

すすめるんですよね。今日は大丈夫ですか。」と発言したことが診療

記録に残されていることからすると、少なくともＡ医師の説明は苦情

申立人に伝わらなかったものといえます。  

「管は予定したとおり留置できた。」というのは重要な情報であり、

そのとおりであったとすれば、確実に苦情申立人に伝わる必要があり

ました。  

患者への説明も医療行為の一環として、医師の裁量の余地が大きい

ところではありますが、少なくとも伝わる必要がありますので、患者

が自分に注意を向けたことを確認してから伝える、伝えた後は、患者

の反応を見て伝わったかどうかを確認するなどの改善点がないか、見

直して頂きたいと思います。  

イ  本件処置後、Ａ医師から説明も謝罪もないとする点について  

まず説明に関して、市民病院は、患者から事後的な説明を求められ

た場合、担当医師から直接説明するのではなく、上位の医師から説明

することを基本姿勢としており、本件においても、Ａ医師に代わり、

Ｄ副院長及びＥ部長医師から説明がなされました。  

市民病院における診察・治療行為は、病院が患者と診療契約を結び、

組織として行っているものですので、診療契約から派生する事後的な

説明についても、組織的に行うことは認められるものと考えます。  

医療過誤があったような事案では格別、本件のように医療過誤につ

いてはいずれとも言えない前提の上では、組織的対応としての説明で

は足りずＡ医師自身も説明すべきであったとは言えないと判断します。  
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また、謝罪についても、同様に医療過誤を度外視して考えますので、

Ｄ副院長が結果発生の事実について謝罪している以上、これに加えて

Ａ医師自身も謝罪すべきであったとは認められません。  

ただ、Ａ医師は、謝罪の意思があるとのことです。であれば、謝罪

すればよかったと考えます。  

謝罪は、過失を認めたと受け取られ、かえって紛争を誘発すること

への懸念から避けられがちですが、患者が、生じてしまった結果と折

り合って生きて行くことにつながる側面もあります。また、説明と謝

罪で出席者や場を分けるなど、工夫の余地はあるはずです。  

苦情申立人は、市民病院から転院されたとのことです。謝罪の意思

があるなら、せめて一言、声掛けがあれば、苦情申立人としても救わ

れる部分があったと思います。  

（３）Ａ医師が異動になったと誤った説明をしたことについて  

５月２５日の面談において、医事課課長が、Ａ医師について、在籍し

ているにもかかわらず、「（他病院へ）異動になった」と誤った説明を

し、苦情申立人から後日指摘されるまで訂正できませんでした。  

この点、苦情申立人への説明が不適切でしたが、それにとどまらない

問題があると考えます。  

市民病院のように、患者への事後的説明を組織的に対応する場合、患

者の疑問点や担当医の認識について内部で情報共有することが不可欠で

す。  

かかる対応において、一番初めに患者と接触し、患者と医師の橋渡し

役となる医事課において、担当医がいるのにいないものと誤解していた

のでは、十分な役割が果たせません。  

従って、医事課の対応は問題であったと言わざるを得ません。この点

は、医事課も認めるところですので、以後は、慎重な対応が望まれます。  

（４）カルテ開示手続きについて  

①  ５月２２日、２５日いずれでも、苦情申立人はカルテ開示希望を伝

えていたのに、６月５日まで手続きが取られなかったことについて  
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この点について、５月２２日、２５日いずれでもカルテ開示希望を

伝えたとする苦情申立人と、５月３０日に初めて聞いたとする医事課

とでは認識が異なっています。  

５月２５日の面談記録にもカルテに関する記録はありませんが、医

事課による記録がないからといって苦情申立人がカルテ開示希望を伝

えなかったとは断定できません。また、他に事実を示す資料はありま

せんので、この点はいずれであるとも判断できません。  

②  ６月５日の手続きにおいて、金額や枚数、現金のみの扱いであるこ

とが事前に説明されず、開示請求書に署名した後に伝えられたことに

ついて  

①について苦情申立人の認識のとおりとすれば、①②合わせて不適

切な対応と言わざるを得ません。  

一方、①について医事課の認識のとおりとすれば、６月５日の面談

に間に合わせることが優先された側面もあったといえます。それで

あったとしても、５００枚を超える紙を持ち帰ることは困難な場合も

ありますから、前日あるいは当日の朝にでも電話一本かけることはで

きなかっただろうか、という疑問が残ります。  

いずれにしろ、この点については、医事課の見解として「苦情申立

人への事務手続きの説明について、不十分であったと考えている」と

回答がありましたので、以後に活かして下さい。  

③  ６月１３日付け文書が趣旨不明であることについて  

６月５日、苦情申立人にカルテの写しが交付され、苦情申立人は費

用として７ ,６４０円を支払ったところ、同月１３日付けで、市民病

院より「診療記録の開示に関する回答書」が届き、診療記録の開示請

求書に関する準備が整ったとする通知文が同封されていました。  

この通知文には、診療記録の受け取りと、費用７ ,６４０円の支払

いを求める旨が記載されています。  

そこで、苦情申立人としては、再度診療記録を受け取って費用を支

払わなければならないものか、疑問に思われたのですが、市民病院と
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しては、既に診療記録の受け取りと費用の支払いは済んでいるため、

いずれも必要ないとのことです。  

ではなぜ診療記録の受け取りと費用７ ,６４０円の支払いを求める

通知文を付けたのか、疑問です。  

医事課は、オンブズマン調査に対するこの点の見解として、「既に

交付済みである旨を記載したが、」とされていますが、通知文に付け

られた付箋メモには「回答書ができあがりましたのでお受け取り下さ

い。」とある一方、「既に交付済み」の記載はどこにも見当たりませ

ん。  

おそらく、医事課としては、受け取りと費用の支払いを求める定型

の通知文をそのまま送付し、「交付も支払いも済みだから再度は不要」

というメモを付けるつもりで、かかる記載が欠けたのだと考えられま

す。  

そうすると、受け取った側が、市民病院の趣旨を判断しかねるのは

当然であって、事務処理として不適切であったと言わざるを得ません。  

（５）６月５日の面談記録から、苦情申立人が「これはＡ医師の手技ミス

ということですよね？」と聞き、Ｄ医師が「そうです。」と回答したや

りとりが抜けているとする点について  

苦情申立人は上記やりとりがあったとするものの、Ｄ副院長、Ｅ部長

医師及び医事課Ｃ課長にはそのようなやりとりをした記憶はないとのこ

とです。  

そして、面談記録にも残っていない以上、いずれが正しいとも判断で

きません。  

苦情申立人としては真偽を明確にしたい部分であると思いますが、こ

のような口頭での言った言わないを後から判断することは非常に難しく、

オンブズマン調査ではなし得ない事柄ですので、ご了承下さい。  

（６）苦情申し立ての趣旨⑥院長からの回答については前記２（４）⑥の

とおりでした。  

（７）申入れについて  

以上のとおり、本件では指摘事項が複数ありました。  
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これらの点について、既に市民病院院長より見解が表明されています

ので、改めての申入れはいたしませんが、地域医療の中核を担う病院と

して、一層着実に業務にあたって頂くようお願いいたします。  

以  上  

******************************************************************  

（事例～２）対象機関：市民自治部市民相談情報課  

＜苦情申立ての趣旨＞  

コンタクトセンターの誤った説明に係る件  

＜調査の結果＞  

本件苦情につき、オンブズマンは、担当課である市民自治部市民相談情

報課より事情を聴取する等の調査を行いました。その結果は以下のとおり

です。  

１．苦情申立人の主張  

（１）苦情申立ての趣旨  

令和５年１１月２日、女房の住民票の取得に関し、念のため事前確認

で電話をし状況を説明し、対応可能と確認ができたので市役所本館に

行ったら取得はできませんと門前払いを受け、委任状を渡され帰宅せざ

るを得ない状況になった。  

昨年、親の介護で藤沢市から市外に私だけ転居しました。年金関係で

妻の住民票が必要となったが、同一世帯でないため、もしかしたら自分

が直接申請しても無理かなと思ったので電話し確認しましたが意味が無

かった。  

（２）苦情申立ての理由  

市役所代表に電話した（１１月２日、１４：２９）時の説明した内容

に対し受けられた方の回答は無理ですと説明を受けましたが、本籍は藤

沢市のままだと言ったら電話を転送され、誰かに代りました。どちらも

女性。  

同じ説明をしたら取得は大丈夫ですと回答を受け、いつ来庁されます

か？どちらに来られますか？と聞かれたので本庁に行きますと回答しま

した。ここで電話を切り藤沢駅に向かいました。この回答をされた方は
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部署、名前は一切言いませんでした。また自分も聞かなかった事は事後

になり失敗したと思った次第です。質問に対して回答者は、部署、名前

は必ず言うべきです。改善対応をお願いいたします。  

 

２．市民自治部市民相談情報課の説明  

（１）経緯について  

令和５年１１月２日（木）１４時２９分に苦情申立人から 代表番号

（コンタクトセンター）へ入電があった。内容は、「苦情申立人（夫）

は市外に住民票があり、妻は藤沢市に住民票がある。苦情申立人が妻の

住民票を取得することができるか。」についての確認の問い合わせで

あった。  

この問い合わせに対して、担当のコンタクトセンターオペレーターは

電話を保留にし、市のホームページ（「住民票（除票）の写し」のペー

ジ）を確認した上で、ページ記載の内容をもとに、夫が妻の住民票を取

得することができることを案内し、必要な持ち物として、本人確認書類

や委任状が必要であることを説明した。これに対して、苦情申立人から

委任状が必要となるのか再確認があり、担当のコンタクトセンターオペ

レーターは、市ホームページ内に記載の代理人が証明書を取得する条件

について、「同一世帯員の方」を「藤沢市に本籍がある方」と取り違え

てしまい、委任状が不要との案内を行ってしまった。  

（２）市民相談情報課の対応について  

①  本件については、業務委託先であるコンタクトセンターに確認し、

苦情申立人の説明にあるとおり、担当のコンタクトセンターオペレー

ターが問い合わせに対し、誤った説明をしていたことを確認した。誤

案内が生じた原因としては、コンタクトセンターオペレーターの知識

不足、確認不足によるものと考えている。  

今回の事案を踏まえ、業務委託先に対し、次の対策を実施するよう

指導した。  

（ⅰ）オペレーター全体に向けた知識解説を含めた本案件の周知  

（ⅱ）知識定着度を確認することを目的とした知識テストの実施  
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（ⅲ）問い合わせ対応中及び対応完了後における、ＳＶ（スーパーバ

イザー）・リーダーによるモニタリングの徹底  

以上３点の対策を実施することにより、今後の再発防止に努めてま

いりたい。  

また、現在、市ホームページの記載内容をより分かり易くするよう

改善を協議しているところである。  

②  なお、申立て内容にある、「電話を転送され、誰かに代りました」

という点については、業務委託者が回線履歴等を確認する限り、対応

者が代わった経過はなく、電話の応答から終話までの間、オペレー

ター１名が対応している。  

また、「この回答をされた方は部署、名前は一切言いませんでし

た。」という点については、通話記録を録音等して残してはいないが、

対応にあたってはオペレーターの対応マニュアルに沿って電話の応答

時及び終話時に名前を名乗るようにしていることを事業者に確認した。  

 

３．オンブズマンの判断  

（１）苦情申立人は、令和５年１１月２ 日にコンタクトセンターのオペ

レーターから誤った説明をされた、として苦情を述べられていますので、

この点について検討いたします。  

（２）担当課の説明によれば、１１月２日にコンタクトセンターに、配偶

者の住民票を取得することができるか確認の問い合わせがあり、担当し

たオペレーターにおいて、同一世帯員の方と同一の戸籍にある方とを取

り違えてしまい、委任状は不要であると案内を行ってしまったとのこと

です。  

（３）戸籍が同一であっても、同一世帯員以外の方が請求する場合には第

三者請求となり、本人又は同一世帯員からの委任状が必要となるにもか

かわらず、これを不要と説明したことは明らかな誤りであり、問題が

あったと言わざるを得ません。  

今回、担当課において、本件について調査し原因がオペレーターの知

識不足、確認不足にあるとした上で、上記の担当課の対応に記載したと
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おりの対策を実施し、今後の再発防止に努めるということです。よって、

オンブズマンにおいて担当課に対して申入れをすることはいたしません。  

（４）なお、苦情申立人は、担当のオペレーターが部署及び名前を一切言

いませんでしたと述べられていますので、この点についても調査をした

ところ、担当のオペレーターにおいて具体的な記憶はないが、発言マ

ニュアルに沿って最初と最後には名乗るようにしている、とのことでし

た。従って、この点について、苦情申立人の申立ての内容を確認するこ

とができませんでした。オンブズマン制度は、厳格な証拠調べ手続きに

基づき事実認定をする裁判とは異なり、任意の聴き取りの結果に基づく

ものですので、当事者の言い分に食い違いがある場合にはどちらの言い

分が正しいか判断することはできません。従って、この点についてこれ

以上オンブズマンとして判断することはできませんので、ご了承下さい。  

ただ、担当課においては、コンタクトセンターのオペレーターに対し

て発言マニュアルに従った対応をするように、さらに周知、教育してい

ただくようお願いいたします。  

以  上  

******************************************************************  

（事例～３）対象機関：財務部市民税課  

＜苦情申立ての趣旨＞  

市民税課の窓口対応に係る件  

＜調査の結果＞  

本件苦情につき、オンブズマンは、担当課である財務部市民税課より事

情を聴取する等の調査を行いました。その結果は以下のとおりです。  

１．苦情申立人の主張  

（１）苦情申立ての趣旨  

自分自身の過去年度の住民税の件で市役所を訪問したところ、対処さ

れた女性職員から「ご主人のものですか？」と聞かれました。当然、自

分のものです。令和５年にもなって、そんなに偏見に満ちた不快な言い

方をわざわざする必要があるのでしょうか。  
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（２）苦情申立ての理由  

同日、自分自身の過去年度の住民税の件で市役所を訪問したところ、

対処された女性職員から「ご主人のものですか？」と聞かれました。過

去の確定申告分について既に詳細に話している状況で、なぜ前提を男性

で、私のものではないと決めつける必要があるのでしょうか。滞納など

落ち度があることではなく、過去の確定申告で未納分がないか確認をす

るためでした（無いとの判断でした）。  

市役所職員で対処された女性ご本人は総合職で働いていらっしゃるで

しょうに、民間はまともに収入があると男性のものだとなるのですか。

これだけ社会で女性のことが議論される中で、当の女性職員がそんな言

い方しかしないとは、地方の田舎ならともかく都心に近く若い世代が多

い街でもこんな状況かと驚きました。「ご本人のものですか」となぜ最

初 か ら 聞 け な い の で し ょ う か 。 民 間 の 者 は 、 労 働 時 間 、 ジ ェ ン ダ ー

ギャップやハラスメントなど、恐らく想像を絶する中で働いており、納

税しています。そこに、不必要に男女格差の社会の実態をまた感じさせ

るようなことを、役所の方がわざわざ行うのは一切やめて頂きたいです。

今回のように、日本では女性の年配の方ほど、強い偏見を持たれており、

他の女性に偏見を押し付けた嫌がらせのような発言が問題視されず蔓延

していることに辟易としております。  

 

２．財務部市民税課の説明  

（１）苦情申立ての事実経緯について  

苦情申立人よりご相談があり、確定申告書等の複数の書類を持参され、

窓口で広げながら確定申告の内容について確認したいと話を始めました。

本人確認を行う前に話が始まったので、まず、最初に誰の課税なのか、

どのようなことを聞きたいのか、何年度のことなのかを確認する必要が

あ る と 考 え ま し た 。 本 人 以 外 の 可 能 性 を 排 除 す る た め に 、 念 の た め

「（お話の内容は）ご主人のことですか？」と聞きました。すると、苦

情申立人は「私のことですよ、見れば分かるでしょう？」と少しムッと
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した様子でしたので、「失礼いたしました。私の勘違いでした。申し訳

ありません。」と、すぐにその場で謝罪しました。  

その後、確定申告の内容が給与特別徴収に含まれているか聞きたいと

のことだったので、課税データを確認しないと回答できない内容だった

ため、免許証で本人確認を行い、課税の内容を確認しました。  

内容を確認したところ、確定申告書が期限内に提出されているため、

「確定申告書の内容を含んで当初の５月に会社宛てに発送していること」

等を説明しました。  

苦情申立人は、「お話を聞いてよく分かりました。ありがとうござい

ます。」と言って、帰られました。  

（２）本件苦情に対する担当課の見解  

市民税課窓口では、そもそも市役所のではなく税務署の所管である内

容や、個人を特定しなくても回答できる内容も含め、日々多くの市民の

方からご相談をいただいています。  

市民税課でお答えする内容であること及び個人を特定しなくては相談

に応じられない内容であることが分かった場合、どなたのお話なのかを

確認することになりますが、「ご本人のものですか？」と伺うと、「自

分が来ているのだから本人のものに決まっているだろう！」と不快感を

お示しになる市民の方も一定数おられ、相談の中で、「ご本人のもので

すか？」という伺い方はしていないのが実情です。  

このようなことから本件では、逆に本人以外の可能性を排除する、と

いう方向での聞き方をしてしまいました。  

この点で、苦情申立人に不快感を与えてしまったことは受け止め、今

後の業務を遂行してまいります。  

 

３．オンブズマンの判断  

本件では、苦情申立人が来庁の目的とされたご質問事項は、担当課の回

答によって解決したことが窺えます。  

しかし、相談の過程において、対応にあたった職員の「ご主人のもので

すか？」という質問が、苦情申立人に強い不快感を与えてしまいました。  
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端的に「ご本人のものですか？」と聞けばよいという点は、苦情申立人

のおっしゃるとおりです。  

また、一定以上の所得がある場合統計的に男性であることが多いとして

も、納税者と言えば男性であることを前提とした対応は、男女共同参画社

会の推進において主導的役割が期待される自治体にふさわしくないという

点も、苦情申立人のおっしゃるとおりです。  

担当課のヒアリングから、様々な市民の方に配慮しながら相談に応じて

いく税務相談業務の難しさが背景にあることが分かりましたが、意識改革

は進んでいますので、女性からの税務相談に対し「ご主人のものですか？」

という対応を続ければ、相手に違和感や不快感を抱かせてしまう結果にな

ると思います。  

従って、担当課においては、担当課の見解にあるとおり、苦情申立人に

不快感を与えてしまったことを受け止め、業務改善に活かす道を模索して

行くようお願いいたします。  

以  上  

******************************************************************  

 

 

（２）苦情申立ての趣旨に沿えなかったもの  

（事例～１２）対象機関：道路河川部道路河川総務課・道路維持課  

＜苦情申立ての趣旨＞  

湘南台駅地下自動車駐車場職員の対応に係る件  

＜調査の結果＞  

本件苦情につき、オンブズマンは、担当課である道路河川部道路河川総

務課及び道路維持課より事情を聴取する等の調査を行いました。その結果

は以下のとおりです。  

１．苦情申立人の主張  

（１）苦情申立ての趣旨  

 湘南台駅地下自動車駐車場の中央監理室担当３名の対応について。  

（２）苦情申立ての理由  
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終業時間前２３時２９分には地下２階へのエレベーターが動きません

でした。エレベーターが来ないので待っており、時計を確認しました。

中央監理室に電話しても運営がＡ社だからと取り合ってもくれません。

こちらもギリギリでしたが、乳幼児を抱えており、且つ車には家の鍵が

あったため、鍵だけでも取れる様に助けて欲しいと懇願しましたが、中

央監理室勤務員は、管轄ではないの一点張りで、Ａ社駐車場へ繋ぐ事も

してくれませんでした。聞けば、電話番号は分からないが内線では連絡

が取れるとの事。そうしている間に、今度はＡ社の管理室員はもう帰っ

たと仰います。中央監理室は地下１階で、Ａ社は地下２階だから顔も合

わせず、電話番号も分からないはずなのに、帰った事は明言されました。

運営上車の出庫ができなくても、せめて家の鍵が取れる様助けて欲し

かったです。夜中の２時に無理な電話をしたわけではないのです。  

 

２．道路河川部道路河川総務課及び道路維持課の説明  

（１）道路河川総務課の説明について  

①  経緯について  

湘南台駅地下自動車駐車場については、地下１階の道路部分につい

ては道路維持課が「公益財団法人藤沢市まちづくり協会」（以下「ま

ちづくり協会」という。）へ管理を委託している一方で、地下２階の

駐車場部分については、令和４年度から、指定管理者としてＡ社が管

理をしている。  

湘南台駅地下２階駐車場の管理事務室へは、Ａ社の駐車場係員１名

が６時００分に出勤し、２４時００分に退勤することとなっている。

２３時３０分に営業が終了した後、閉鎖作業としてＡ社の駐車場係員

が駐車場車両入口シャッターを手動で閉鎖した後、駐車場車両出口

シャッターを手動で閉鎖するが、地下２階行きエレベーターの停止作

業及びエレベーター横のＡ階段の施錠作業については、道路維持課と

地下１階の中央監理室の管轄となる。  

②  道路河川総務課の対応について  
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本件においては地下１階の中央監理室の対応が問題とされているが、

道路河川総務課として管理しておらず、また、中央監理室からＡ社へ

連絡がなかったことは確認をしており、当日の状況については、道路

維持課への確認が必要であると考えている。  

 ③  今後の対応について  

Ａ社は指定管理者として駐車場を管理・運営するが、指定管理の契

約（協定）において時間外のことについては触れられていない。営業

時間外の対応としては、２４時間対応のＡ社サービスに電話が入ると、

必要に応じてＡ社の警備員が対応する場合がある。  

一方、道路維持課とまちづくり協会との業務委託契約には、特に災

害があった場合等の規定はあるが、地下１階の中央監理室の職員が独

断で地下２階駐車場には立ち入れない。今後、担当課としては、どう

いう範囲でどう対応していくかＡ社と協議していきたいと考えている。  

現時点における対応としては、中央監理室とＡ社駐車場係員との間

の連絡方法につき、今まで内線番号を使っていたところ、中央監理室

側にＡ社駐車場係員貸与の携帯の番号を伝え、今後、緊急時には携帯

へ連絡するよう伝達した。また、湘南台駅地下自動車駐車場の営業時

間と駐車場管理事務所、Ａ社の連絡先については、東口エレベーター

地下１階、地下２階、各フロアの入口やエレベーターの内部等に掲示

物を掲示した。  

（２）道路維持課の説明について  

 ①  経緯について  

通常業務の一般的な手順として、エレベーターとその横にあるＡ階

段に関する業務については、中央監理室の警備員は、２３時３０分に

地下１階から地下２階へ続くＡ階段の扉を施錠して地下２階へ下りた

後、エレベーターで地下２階から地下１階へ上り、エレベーター内の

操作盤でエレベーターを地下１階に停止させるという手順となる。エ

レベーターの停止作業については、２３時３０分にＡ階段の扉を施錠

した後、エレベーターの箱の中に入って停止作業を行うこととなる。  
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担当課が確認したところ、令和５年９月２３日から同２４日にかけ

ての地下１階の中央監理室の警備員と苦情申立人とのやり取りについ

ては、以下のような内容であった。  

（ⅰ）令和５年９月２３日、２３時４０分に苦情申立人から中央監理

室に１回目の連絡があった。苦情申立人から警備員へ、２３時３０

分に閉場することを知らなかったとの話があり、警備員から苦情申

立人へ、開場は６時３０分であることをお伝えした。  

（ⅱ）同日２３時４３分に苦情申立人から中央監理室に２回目の連絡

があった。苦情申立人から警備員へ、地下２階駐車場へ連絡をした

いため連絡先を教えて欲しいとの話があったが、警備員から苦情申

立人へ、Ａ社の外線の番号等、連絡先は分からないことをお伝えし

た。  

（ⅲ）９月２４日、０時３分に東口交番の警察官から中央監理室に３

回目の連絡があった。警察官から警備員へ、苦情申立人が車を出せ

ずに困っており荷物だけでも出したいが対応できないか？との話が

あり、警備員から警察官へ、地下２階駐車場のセキュリティーは０

時にセットされるが、時間も過ぎておりＡ社の職員も帰ってしまう

ことから対応は難しいとお断りをした。  

（ⅳ）同日０時２０分に苦情申立人から中央監理室に４回目の連絡が

あった。苦情申立人から職員へ、駐車場へは連絡をしてくれないの

か？Ａ社の連絡先を教えて欲しいとの話があり、職員から苦情申立

人へ、分かりませんと回答をした。  

（ⅴ）同日０時２５分に苦情申立人から中央監理室に５回目の連絡が

あった。内容的にはＡ社の連絡先を教えてくれというものであり、

職員から苦情申立人へ、分からないという回答をした。苦情申立人

から職員へ、週明け連絡するから名前を教えろとの話があった。  

（ⅵ）同日０時３０分に苦情申立人の母親から中央監理室に６回目の

連絡があった。先の電話と同様に職員の名前を聞いてきたことから、

警備員は名前のみをお伝えした。  

 ②  道路維持課の対応について  
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苦情申立て理由のなかで、「聞けば、電話番号は分からないが内線

では連絡が取れるとの事。」とあるが、４回目、あるいは５回目のど

ちらか不明ではあるが、電話対応のなかで、中央監理室係員が、「内

線電話はあるが、午前０時を過ぎているため、Ａ社の係員は帰ってし

まっている。」との回答している。  

また、苦情申立人のいう、家の鍵だけでも取れる様に懇願したとい

うことは確認できなかった。車に荷物があるということを３回目の警

察官とのやり取りで初めて聞いたが、車に家の鍵が入っているという

話はなかった。  

 ③  今後の対応について  

現在、エレベーターの稼働時間、駐車場管理事務所やＡ社の連絡先

については、湘南台駅東口エレベーターの箱内、地下１階東口エレ

ベーター入口横の中央監理室連絡先の掲示板及び地下２階東口エレ

ベーター入口横のＡ社連絡先の掲示板にて周知した。  

また、緊急時の対応については、中央監理室とＡ社との間で、事務

所の内線に加えて、Ａ社サービス、管理員の携帯電話の番号等、連絡

先を共有するよう伝達した。  

 

３．オンブズマンの判断  

（１）苦情申立人は、①令和５年９月２３日２３時２９分には地下２階に

行くエレベーターが動かなかった、②中央監理室に電話をしても、駐車

場の運営はＡ社だからと言われ、また内線電話では連絡は取れるがＡ社

駐車場管理事務室勤務員はもう帰ったと言われた。車の出庫は無理でも

せめて家の鍵が取れるように助けてほしかった、として苦情を述べられ

ていますので、これらの点について検討いたします。  

（２）①について  

市の説明によれば、エレベーター停止の作業手順としては、中央監理

室勤務員が、２３時３０分に地下１階階段を施錠し、地下２階に下りた

後にエレベーターで地下１階に戻り、エレベーター内の操作盤を操作し
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てエレベーターを停止させるという手順であり、当日もこれと異なった

作業手順ではなかったということです。  

従って、２３時２９分にはエレベーターが停止していたとする苦情申

立人の主張は確認できませんでした。オンブズマン制度は、厳格な証拠

調べ手続きに基づき事実認定をする裁判とは異なり、任意の聴き取りの

結果に基づくものですので、当事者の主張に食い違いがある場合にはど

ちらの言い分が正しいか判断することはできません。よって、２３時２

９分に停止していたかどうかについてオンブズマンにおいて判断するこ

とはできません。ご了解下さい。  

（３）②について  

次に、苦情申立人は、中央監理室勤務員が、Ａ社駐車場へ繋ぐことを

してくれませんでしたと苦情を述べられています。  

市の説明によれば、中央監理室勤務員はＡ社駐車場管理事務室の外線

番号を知らなかったため、結果的に苦情申立人に対し、Ａ社駐車場の連

絡先を案内することができませんでした。  

地下１階は市（市から委託を受けたまちづくり協会）が監理しており、

地下２階にある湘南台駅地下自動車駐車場はＡ株式会社共同事業体（以

下「Ａ社」といいます。）が指定管理者として管理運営しています。と

ころが、地下１階の中央監理室勤務員は地下２階のＡ社駐車場管理事務

室の内線電話しか把握しておらず、外線電話番号やＡ社サービスの電話

番号を把握していなかったとのことです。  

地下１階は道路として市が監理し、地下２階に通じるエレベーターや

階段があるのですから、地下２階の駐車場管理事務室との連絡方法は

しっかりと把握している必要があるといえます。中央監理室勤務員がＡ

社駐車場管理事務室の内線電話しか把握していなかったことは、災害時

の危機管理の上でも問題があると言わざるを得ません。また２３時３０

分以降の駐車場利用者に対する対応について、中央監理室とＡ社との間

で取決めがされていませんでした。  
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Ａ社駐車場の営業時間外の対応としては、２４時間対応のＡ社サービ

スに連絡が入ると独自の警備員により対応をする場合もあるということ

です。  

駐車場はＡ社が管理していることからＡ社に無断で地下２階駐車場に

入ることはできませんが、Ａ社サービスに電話することができればＡ社

において何等かの対応をとっていただくことができた可能性もあります。  

従って、今回、中央監理室勤務員においてＡ社サービスの電話番号を

苦情申立人にお伝えできなかったことは問題であったと考えます。  

本件苦情申立てを契機に、市、Ａ社及びまちづくり協会において協議

をし、各勤務員が所持する携帯電話番号を相互に把握するようにしたこ

と、エレベーター地下１階、地下２階、エレベーター内及び各フロアの

入口にＡ社駐車場管理室及びＡ社サービスの電話番号を掲示する措置を

とったこと、今後も管理体制について協議をしていくということです。

本件苦情申立てを契機にこのような対応を取られたということですので、

今後十分に協議をされることを希望し、今回はオンブズマンとして申入

れをすることはいたしません。  

以  上  

******************************************************************  

（事例～１４）対象機関：財務部納税課  

＜苦情申立ての趣旨＞  

市県民税の延滞金に係る件  

＜調査の結果＞  

本件苦情につき、オンブズマンは、担当課である財務部納税課より事情

を聴取する等の調査を行いました。その結果は以下のとおりです。  

１．苦情申立人の主張  

（１）苦情申立ての趣旨  

令和３年度４期分の市民税の納付が遅れた事に対する延滞金について、

当時、納付期限から納付日まで、乗船していて納付できず、その期間の

延滞金の減免を申し入れたが法的根拠もなく受け入れてもらえなかった。  

（２）苦情申立ての理由  
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令和３年減免を受け入れてもらえない理由について、法的根拠もない

ためしっかりとした説明が欲しいが納税課では扱ってくれなかったので

こちらに相談する事にしました。  

 

２．財務部納税課の説明  

（１）経緯について  

①  苦情申立人は、令和３年４期分の市県民税につき、令和４年１月末

が納付期限のところ、令和４年８月１２日に本税を納付した。本税の

完納の後、令和４年１０月１１日に延滞金の通知を発送している。  

②  令和５年３月９日、苦情申立人より電話にて連絡があり、自身は船

に乗る仕事で納税管理が困難であるが、延滞金がかかったことはなく、

なぜ請求があるのかとの質問があった。担当課から苦情申立人へ、そ

もそも納付期限までの納付が原則であり、戻った際に納税課へ連絡か

来庁するようお伝えした。  

③  令和５年８月１５日、苦情申立人が来庁され、船に乗る仕事をして

おり、藤沢に帰ってくるのはお盆と正月のみであるが、納税について

は遅れつつも納付しており、今まで延滞金がかかったことはなかった

との事情の説明があり、内部で検討することをお伝えした。その後、

同年８月２２日、苦情申立人の携帯へ架電するも繋がらなかったこと

から、同日、本人宛てに催告書を送付した。  

④  令和５年８月２８日、苦情申立人より電話にて連絡があり、同年９

月１日期限までの納付書が突然届いたとのお話があった。担当課から

苦情申立人へ、こちらから電話で連絡したが繋がらなかったことから

お手紙を送らせていただいたことをお話しした上で、延滞金について

は、納付期限が過ぎれば延滞金が計算され、延滞金は、納付期限内に

納税している納税者との公平性を保つ観点から地方税法に定められて

おり、納税通知書にも記載がされていることを説明した。また、時間

がないとのお話があったことから、次に電話が繋がる１２月中に連絡

するようお伝えした。  
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⑤  令和５年１１月２７日、苦情申立人が来庁され、延滞金に関して、

督促状が発送されるまでの期間で延滞金を計算して欲しいとのお話が

あったが、担当課から苦情申立人へ、本件は延滞金減免事由に該当し

ないことを確認しお伝えした。  

（２）納税課の対応について  

①  市県民税の納付手段については、納付期限を待たずに納付すること

が可能であり、また、口座振替による方法やインターネットなど多様

な納付手段を用意し、納税できる環境の整備に努めている。また、イ

ンターネットバンキング、クレジットカード、スマートフォン決済ア

プリでも納付できることも納税通知書に案内を同封しており、来庁さ

れた際にも口座振替の手段があることを案内している。この様な中で

納付期限を経過して納付したことは、やむを得ない理由があるとは認

められない。  

②  延滞金は、納付期限内に納税している納税者との公平性を保つ観点

から地方税法に定められており（住民税については第３２６条）、納

税通知書にも記載されている。延滞金については、令和５年８月２８

日に苦情申立人から電話があった際にも説明している。  

また、令和５年１１月２７日に来庁した際の乗船していた期間につ

いての延滞金の減免の申入れに対しては、地方税法第２０条の９の５

及び藤沢市市税条例施行規則第４条、同第５条の規定する事由に該当

しないことから、減免できないことを説明した。この時は、根拠条文

を知りたいとの要望はなかったため、根拠条文までは示さなかったが、

担当課としては、適切な対応であったと考えている。  

 

３．オンブズマンの判断  

（１）苦情申立人は、①令和３年４期分の市県民税について本税の納付期

限から納付日まで乗船していて納付できなかったことから、その間の延

滞金の減免を申し入れたが受け入れられなかったこと、②減免を受け入

れてもらえない理由についてしっかりした説明が欲しかったが担当課に

おいて扱ってくれなかった、として苦情を申し立てられています。  
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（２）まず①の延滞金の減免を申し入れたが受け入れられなかったことに

ついてですが、延滞金の減免については、地方税法第２０条の９の５及

び藤沢市市税条例施行規則第４条に減免する場合が定められています。

そして、延滞金の減免を受けようとする場合は、市長に対し延滞金減免

申請書を提出して行うものとされています（藤沢市市税条例第１０条・

同条例施行規則第５条）。この減免申請に対する市長の判断に不服があ

る場合には、行政不服審査法に基づく不服審査の申立てをすることにな

ります。以上から、本件の苦情申立て①の延滞金の減免については、オ

ンブズマンにおいて調査することが相当でないものと判断し、藤沢市オ

ンブズマン条例第１２条第１項第５号に基づき調査をしないことといた

します。  

（３）次に本件苦情申立て②（減免を受け入れてもらえない理由について

しっかりした説明が欲しかった）についてですが、担当課の説明によれ

ば、令和５年８月２８日に苦情申立人に対し、納期限が過ぎれば延滞金

が計算されること、延滞金は納付期限内に納税している納税者との公平

性を保つ観点から地方税法に定められており、納税通知書にも記載がさ

れていることを説明したとのことです。また同年１１月２７日に苦情申

立人が来庁された際に延滞金の減免が認められる事由に該当しないこと

を説明したとのことです。ただし、その際に延滞金の減免に関する地方

税法第２０条の９の５及び藤沢市市税条例施行規則第４条を明示した説

明や藤沢市市税条例第１０条及び藤沢市市税条例施行規則第５条の延滞

金減免申請書についての説明、さらに不服がある場合の手続き（行政不

服審査）の説明まではされませんでした。  

（４）延滞金の減免について、減免を求める者と担当課の判断とが異なっ

ている場合には減免を求める者において法律に従って争うことができる

ように、減免の根拠となる地方税法第２０条の９の５及び藤沢市市税条

例施行規則第４条を明示した説明や藤沢市市税条例第１０条及び藤沢市

市税条例施行規則第５条の延滞金減免申請書についての説明、さらに不

服審査の制度まで説明することが必要と考えます。  
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本件においては、苦情申立人に対し、地方税法第２０条の９の５、藤

沢市市税条例第１０条、同条例施行規則第４条及び第５条を明示した説

明がされなかったことから、この点において担当課の対応には問題が

あったといえ、今後は改善の余地があるものと考えます。  

以  上  

******************************************************************  
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１．苦情申立ての受付及び処理に関する統計表  

 

統計表  Ⅰ  （組織別処理状況及び処理日数）   

4１
(2)

2
3

(1)
5 2 1

4
(1)

8

100.0% 4.8%
7.3%

(2.4%)
12.1% 4.8% 2.4%

9.7%
(2.4%)

19.5%

39
(2)

95.1%
(4.8%)

2
3

(1)
5 2 1

4
(1)

8

3 7.5% 1 1

21
(2)

48.8%
(4.8%)

2 2 4 1 1
3

（1）
4

2 4.8% 1

 内、取下げ

15 39.0% 1 1 4

3 7.3%

　ｱ.　市の機関及び職員以外 2 4.8%

　ｲ.　判決・裁決等により確定済

　ｳ.　裁判所等において係争中

　ｴ.　議会に関するもの

　ｵ.　職員の勤務内容

　ｶ.　オンブズマンの行為 1 2.4%

12 31.7% 1 1 4

　ｱ.　申立人が利害を有しない 3 7.3% 1

　ｲ.　原因日から１年経過済 1 4.8%

　ｳ.　虚偽その他正当な理由なし

　ｴ.　調査することが相当でない 8 19.5% 1 4

2 2.8%

　①　中 止

　②　打切り

　(4)　調査しない

処　理　［ 受付：39 ＋ 繰越：2 ］

（　割　合　）

　①　所 管 外

　②　そ の 他

　１.　処 理 終 了

　(1)　趣旨に沿った

 内、勧 告

 内、意見表明

　(2)　趣旨に沿わない

 内、行政対応に問題

　(3)　調査中止・打切り

　２.　処 理 中

生涯
学習部

福祉部
子ども
青少
年部

環境部

件
数

（
割
合

）

対　　　　　　象　　　　　　

総務部
企画

政策部
財務部

防災
安全部

市民
自治部

健康
医療部

 

 ※（  ） 数字  ：  上 段数 字の 内、 繰越 分  

※  端数 処理 の関 係で 、 割合 の合 計が 100%にな らな いこ とが あり ます。  
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（単 位  ：  件 ）  

処　　理　　日　　数

2 6 2 1 3 2 － － － － － －

4.8% 14.6% 4.8% 2.4% 7.3% 4.8% － － － － － －

1 5 2 1 3 2 17 15
3

(1)
3

1
(1)

1 1 1 1

2 1 1 5 10
3
(1)

2
1
(1)

1 2

1 3 1 2 2 11 4

1 1 1 3

1 1 2

1 1

1 3 1 1 8 4

1 1 3

1 1

2 1 5 3

1 1 － － － － － －

経済部
計画

建築部

　　　　　　組　　　　　　織

都市
整備部

道路
河川部

下水
道部

市民
病院

消防局
オンブ
ズマン

その他
教育

委員会
91～
120

121～
150

151～
180

監査
委員

選挙
管理

委員会
～30

31～
60

61～
90
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統計表 Ⅱ （地区別 苦情申立て年月・方法及び申立人種別）

（単位 ： 件）

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

片　瀬 1 2.6% 1 1 1 1

鵠　沼 8 20.5% 1 2 1 3 1 6 1 1 8 8

辻　堂 1 2.6% 1 1 1 1

村　岡 1 2.6% 1 1 1 1

藤　沢 2 5.1% 1 1 2 2 2

明　治 1 2.6% 1 1 1 1

善　行 4 10.3% 1 1 1 1 1 3 4 4

湘南大庭 2 5.1% 1 1 1 1 2 2

六　会 6 15.4% 1 4 1 4 1 1 6 6

湘南台 7 17.9% 1 1 1 3 1 1 6 7 7

遠　藤 2 2.6% 2 1 1 2 2

長　後

御所見 1 2.6% 1 1 1 1

計 36 92.3% 1 2 5 1 1 4 1 4 4 4 5 4 10 5 3 1 17 36 35 1

県　内 3 7.7% 1 1 1 3 3 3

県　外

計 3 7.7% 1 1 1 3 3 3

39 100.0% 1 2 5 1 1 4 2 5 4 4 6 4 10 5 3 1 20 39 38 1

－ － 2.6% 5.1% 12.8% 2.6% 2.6% 10.3% 5.1% 12.8% 10.3% 10.3% 15.4% 10.3% 25.6% 12.8% 7.7% 2.6% 51.3% 100.0% 97.4% 2.6%

※ 端数処理の関係で、割合の合計が100%にならないことがあります。

来庁 郵送 FAX

申 立 人 種 別苦　　　情　　　申　　　立　　　て

本人

本人・代理人

代理人

方　　　　法 個人・法人等年　　　　　　月

巡回 電子 個人 法人 諸団体

割　　合

市
　
　
　
　
　
　
内

市
　
外

合　　計

令 和 6 年令　　和　　5　　年
件数 割合

‐
8

0
‐
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統計表 Ⅲ （組織別苦情申立て内容）

（単位 ： 件）

件数 割合

総 務 部

企 画 政 策 部 2 5.1%

財 務 部 2 5.1%

防 災 安 全 部

市 民 自 治 部 5 12.8%

生 涯 学 習 部

福 祉 部 2 5.1%

健 康 医 療 部 1 2.6% ヘルスチェック料金の返還（1）

子 ど も 青 少 年 部 3 7.7%

環 境 部 8 20.5%

経 済 部

計 画 建 築 部

都 市 整 備 部 2 5.1%

道 路 河 川 部 6 15.4%

下 水 道 部

市 民 病 院 2 5.1%

消 防 局

オ ン ブ ズ マ ン 1 2.6% オンブズマンへの再調査依頼(1)

教 育 委 員 会 3 7.7%

監 査 委 員

選 挙 管 理 委 員 会

そ の 他 2 5.1%

計 39 100.0%

犬猫病院前の道路状況(1)、スケートボード禁止の看板(1)

公園工事（1）、公園施設情報(1)

越境樹木(1)、善行駅東口自転車等駐車場管理(1)、湘南台駅地下自動車駐車場管理（1）、カーブミラー移設（1）、
市道の維持管理等(1)、北部補修担当対応（1）

市民病院対応（2）

わたしの意見・提案（1）、個人情報保護（1）、教育委員会他対応(1)

苦　　情　　申　　立　　て　　内　　容　　（ 件 数 ）

秘書課対応(2)

市民税課窓口対応（1）、納税課対応（1）

市役所等との通信環境（1）、個人番号カードの手続き（1）、コンタクトセンター対応(2)、市民相談情報課対応(１)

高齢者支援課等対応(2)

保育課の対応（2）、青少年課等の対応(1)

環境保全課対応（7）、環境事業センター対応（1）

‐
8

1
‐
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２．相談・苦情等の総数
（単位 ： 件）

8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 元 2 3 4 5

年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度

125 235 190 205 196 181 189 120 118 158 183 258 249 256 211 246 229 199 197 218 205 221 175 230 186 228 230 191 5,629

相　　　　談 52 128 93 96 130 92 98 57 47 64 81 137 113 140 105 132 107 87 86 113 116 116 87 117 97 139 139 86 2,855

オンブズマンが
面談したが苦情
申立てに至らな
かったもの

－ － － － － 1 2 3 5 11 7 14 8 13 8 12 17 9 9 1 2 1 3 3 129

苦情申立て 16 42 38 49 19 37 30 31 22 34 33 45 45 27 23 24 24 21 28 15 18 21 22 29 23 25 25 39 805

発 意 調 査 1 4 1 1 7

視　　　　察 7 7 5 9 6 4 3 1 1 3 5 1 1 1 2 1 1 1 1 60

資料請求等 50 58 54 51 41 46 52 28 43 46 57 61 82 75 74 76 80 81 73 90 71 82 66 81 65 64 63 63 1,773

計

令　和平　　　　　　　　　　成

相談・苦情等の総数

‐
 
8

2
 ‐
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３．苦情申立ての処理の流れ

 

§10(苦情の申立て)
§11(申立手続)
規§6(申立書（第1号様式）)

行政手続条例§6類推

§12-1（調査しない苦情）
規§8（第2号様式） §2但書（所管外事項）

§12-2（調査しない旨の通知）

§13-1（調査の通知） §5(市の機関の責務)　
§14（調査の方法） 規§9(第4号様式)

規§10(第5号様式) §12-1（調査しない苦情） 規§10(第6号様式)
§2但書（所管外事項）
§13-3（中止・打切り通知）

規§12(第8号様式)

規§14-1(第10号様式) §16(勧告・意見表明）
§18-1(勧告に対する報告要求）
§18-3（申立人への通知）

（６０日以内）

§18-3（申立人への報告）
規§13(第9号様式)

規§14-2(第11号様式)

（§18-2（オンブズマンへの報告））

様式なし

§19（公表）
規§15（公表方法）

苦情申立人

公
　
　
表

勧
告
・
意
見
表
明

調
査
終
了

受
付
・
形
式
審
査

§17(勧告・
意見の尊重)

調
　
　
　
査

§18-2（オンブズマンへの
報告）

オンブズマン 市の機関

形式審査

苦情申立書 受 付

調査の開始 調査実施通知書

調査終了

必要があると認めるとき
勧 告

勧告・是正等措置
報告書の内容を公表

是正等措置報告書

苦情申立てに係る勧告・
意見表明をした

旨の通知書

苦情申立てに係る是正
等措置報告通知書

苦情調査結果
通知書

苦情調査の結果に
ついて（通知）

補正

苦情について調査を
しない旨の通知書

条例１２条１項
各号該当事由あり

調査中止・打切り
通知書

苦情調査中止・打切り
通知書

条例１２条１項
各号該当事由あり

原因が制度そのものに
起因すると認めるとき

意見表明に対する
報告書

苦情申立てに係る意見
表明に対する報告

通知書

意見表明
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４．藤沢市オンブズマン条例 

 

制定 平成６年１２月２０日条例第２９号 

改正 平成８年５月２３日条例第２号 

目  次 

 

第１章 総 則（第１条～第３条） 

第２章 責 務（第４条～第６条） 

第３章 オンブズマンの組織等（第７条～第９条） 

第４章 苦情の申立て及び処理等（第１０条～第１９条） 

第５章 補 則（第２０条～第２２条） 

附 則 

 

 

第１章 総 則 

 

（目的及び設置） 

第１条 この条例は、市民の市政に関する苦情を公正かつ中立的な立場で簡易迅速に処理し、並びに行

政の非違の是正等の勧告及び制度の改善を求めるための意見表明をすることにより、市民の権利利益

の擁護を図り、もつて開かれた市政の一層の進展と市政に対する市民の信頼の向上に資することを目

的として、本市に藤沢市オンブズマン（以下「オンブズマン」という。）を置く。 

 

（所管事項） 

第２条 オンブズマンの所管する事項は、市の機関の業務の執行に関する事項及び当該業務に関する職

員の行為とする。ただし、次に掲げる事項については、オンブズマンの所管事項としない。 

(1) 判決、裁決等により確定した権利関係に関する事項 

(2) 裁判所等において係争中の事項 

(3) 議会に関する事項 

(4) 職員の自己の勤務内容に関する事項 

(5) オンブズマンの行為に関する事項 
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（オンブズマンの職務） 

第３条 オンブズマンの職務は、次のとおりとする。 

(1) 市政に関する苦情の申立ての内容を調査し、及び苦情を簡易迅速に処理すること。 

(2) 自己の発意に基づき、事案を取り上げて調査すること。 

(3) 申立てに係る苦情又は自己の発意に基づき取り上げた事案（以下「苦情等」という。）について、

市の機関に対し、非違の是正又は改善の措置（以下「是正等の措置」という。）を講ずるよう勧告

すること。 

(4) 苦情等の原因が制度そのものに起因すると認めるときは、当該制度の改善を求めるための意見を

表明すること。 

(5) 勧告、意見表明等の内容を公表すること。 

 

 

第２章 責 務 

 

（オンブズマンの責務） 

第４条 オンブズマンは、市民の権利利益を擁護するため、公平かつ適切にその職務を遂行しなければ

ならない。 

２ オンブズマンは、その職務の遂行に当たつては、市の機関と有機的な連携を図り、相互の職務の円

滑な遂行に努めなければならない。 

３ オンブズマンは、その地位を政党又は政治的目的のために利用してはならない。 

４ オンブズマンは、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も、同様とする。 

 

（市の機関の責務） 

第５条 市の機関は、オンブズマンの職務の遂行に関し、その独立性を尊重しなければならない。 

２ 市の機関は、オンブズマンの職務の遂行に関し、積極的な協力援助に努めなければならない。 

 

（市民の責務） 

第６条 市民は、この条例の目的を達成するため、この制度の適正かつ円滑な運営に努めなければなら

ない。 

 

 

 

 



 

 
- 86 - 

第３章 オンブズマンの組織等 

 

（オンブズマンの組織等） 

第７条 オンブズマンの定数は、２人とし、そのうち１人を代表オンブズマンとする。 

２ オンブズマンは、人格が高潔で社会的信望が厚く、かつ、地方行政に関し優れた識見を有する者の

うちから、市長が議会の同意を得て委嘱する。 

３ オンブズマンの任期は、３年とし、１期に限り再任することができる。 

４ オンブズマンは、別に定めるところにより相当額の報酬を受ける。 

 

（兼職等の禁止） 

第８条 オンブズマンは、衆議院議員若しくは参議院議員、地方公共団体の議会の議員若しくは長又は

政党その他の政治的団体の役員と兼ねることができない。 

２ オンブズマンは、本市と特別な利害関係にある企業その他の団体の役員と兼ねることができない。 

 

（解 嘱） 

第９条 市長は、オンブズマンが心身の故障のため職務の遂行に堪えないと認める場合又は職務上の義

務違反その他オンブズマンとしてふさわしくない行為があると認める場合は、議会の同意を得て解嘱

することができる。 

 

 

第４章 苦情の申立て及び処理等 

 

（苦情の申立て） 

第１０条 何人も、オンブズマンに対し、市の機関の業務の執行に関する事項及び当該業務に関する職

員の行為について苦情の申立てをすることができる。 

（苦情の申立て手続） 

第１１条 前条の規定による苦情の申立ては、次に掲げる事項を記載した書面により行わなければなら

ない。ただし、書面によることができない場合は、口頭により申立てをすることができる。 

(1) 苦情を申し立てようとする者の氏名及び住所（法人その他の団体にあつては、名称、事務所又は

事業所の所在地及び代表者の氏名） 

(2) 苦情の申立ての趣旨及び理由並びに苦情の申立ての原因となった事実のあった年月日 

(3) 前２号に掲げるもののほか、規則で定める事項 

２ 苦情の申立ては、代理人により行うことができる。 
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（苦情の調査等） 

第１２条 オンブズマンは、苦情の申立てが次の各号のいずれかに該当すると認める場合は、当該苦情

を調査しない。 

(1) 第２条ただし書の規定に該当するとき。 

(2) 苦情を申し立てた者（以下「苦情申立人」という。）が、苦情の申立ての原因となった事実につ

いて苦情申立人自身の利害を有しないとき。 

(3) 苦情の内容が、苦情の申立ての原因となつた事実のあつた日から１年を経過しているとき。ただ

し、正当な理由があるときは、この限りでない。 

(4) 虚偽その他正当な理由がないと認められるとき。 

(5) 前各号に掲げるもののほか、調査することが相当でないと認められるとき。 

２ オンブズマンは、前項の規定により苦情を調査しない場合は、その旨を理由を付して苦情申立人に

速やかに通知しなければならない。 

 

（調査の通知等） 

第１３条 オンブズマンは、苦情等を調査する場合は、関係する市の機関に対し、その旨を通知するも

のとする。 

２ オンブズマンは、苦情等の調査を開始した後においても、その必要がないと認めるときは、調査を

中止し、又は打ち切ることができる。 

３ オンブズマンは、申立てに係る苦情の調査を中止し、又は打ち切つたときは、その旨を理由を付し

て苦情申立人及び第１項の規定により通知した市の機関に速やかに通知しなければならない。 

４ オンブズマンは、自己の発意に基づき取り上げた事案の調査を中止し、又は打ち切つたときは、そ

の旨を理由を付して第１項の規定により通知した市の機関に速やかに通知しなければならない。 

 

（調査の方法） 

第１４条 オンブズマンは、苦情等の調査のため必要があると認めるときは、関係する市の機関に対し

説明を求め、その保有する帳簿等関係書類その他の記録を閲覧し、若しくはその提出を要求し、又は

実地調査をすることができる。 

２ オンブズマンは、苦情等の調査のため必要があると認めるときは、関係人又は関係機関に対し質問

し、事情を聴取し、又は実地調査することについて協力を求めることができる。 

３ オンブズマンは、必要があると認めるときは、専門的又は技術的な事項について、専門的機関に対

し、調査、鑑定、分析等の依頼をすることができる。 
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（苦情申立人への通知） 

第１５条 オンブズマンは、申立てに係る苦情の調査の結果について、苦情申立人に速やかに通知する

ものとする。ただし、第１８条第３項の規定により通知する場合は、この限りでない。 

 

（勧告及び意見表明） 

第１６条 オンブズマンは、苦情等の調査の結果、必要があると認めるときは、関係する市の機関に対

し是正等の措置を講ずるよう勧告することができる。 

２ オンブズマンは、苦情等の調査の結果、その原因が制度そのものに起因すると認めるときは、関係す

る市の機関に対し当該制度の改善を求めるための意見を表明することができる。 

 

（勧告又は意見表明の尊重） 

第１７条 前条の規定による勧告又は意見表明を受けた市の機関は、当該勧告又は意見表明を尊重しな

ければならない。 

 

（報告等） 

第１８条 オンブズマンは、第１６条第１項の規定により勧告をしたときは、市の機関に対し是正等の

措置について報告を求めるものとする。 

２ 前項の規定により報告を求められた市の機関は、当該報告を求められた日から６０日以内に、オン

ブズマンに対し是正等の措置について報告するものとする。この場合において、是正等の措置を講ず

ることができない特別の理由があるときは、理由を付してその旨をオンブズマンに報告しなければな

らない。 

３ オンブズマンは、申立てに係る苦情について第１６条の規定により勧告し、若しくは意見を表明し

たとき又は前項の規定による報告があつたときは、その旨を苦情申立人に速やかに通知しなければな

らない。 

 

（公 表） 

第１９条 オンブズマンは、第１６条の規定による勧告若しくは意見表明又は前条第２項の規定による

報告の内容を公表するものとする。 

２ オンブズマンは、前項の規定により勧告、意見表明及び報告の内容を公表するときは、個人情報等

の保護について最大限の配慮をしなければならない。 
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第５章 補 則 

 

（事務局） 

第２０条 オンブズマンに関する事務を処理するため、事務局を置く。 

２ オンブズマンの職務に関する事項を調査する専門調査員を置くことができる。 

 

（運営状況の報告） 

第２１条 オンブズマンは、毎年、この条例の運営状況について市長及び議会に報告するとともに、こ

れを公表するものとする。 

 

（委 任） 

第２２条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行について必要な事項は、市長が別に定める。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成８年１０月１日から施行する。 

（平成８条例２・一部改正） 

（経過措置） 

２ この条例は、この条例の施行の日（以下「施行日」という。）の１年前の日から施行日までの間に

あつた事実に係る苦情についても適用し、当該１年前の日前にあつた事実に係る苦情については、適

用しない。 

（オンブズマンの任期に係る特例） 

３ この条例の規定により最初に委嘱されるオンブズマンのうち、市長の指定する１人の第１期の任期

は、第７条第３項の規定にかかわらず、これを２年とする。 

（藤沢市非常勤職員の報酬等に関する条例の一部改正） 

４ 藤沢市非常勤職員の報酬等に関する条例（昭和３１年藤沢市条例第３６号）の一部を次のように改

正する。 

〔次のよう略〕 

附 則（平成８年条例第２号） 

この条例は、公布の日から施行する。 
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